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1 我が国の原子力行政体制

我が国の原子力の研究、開発及び利用は、1956年以来、「原子力基本法」  （昭和 30  年法律

  第 186号）に基づき、平和の目的に限り、安全の確保を旨として、民主的な運営の下に自主

的に推進されてきています。また、これを担保するため、原子力委員会、原子力規制委員会、

原子力防災会議が設置されています。 

原子力委員会は、原子力利用に関する国の施策を計画的に遂行し、原子力行政の民主的な

運営を図るため、内閣府に設置され、原子力利用に関する事項（安全の確保のうちその実施

に関するものを除く）について企画し、審議し、及び決定することを担当しています。 

原子力規制委員会は、原子力利用における安全の確保を図るため、環境省の外局として設

置されています。 

原子力防災会議は、内閣総理大臣を議長として、政府全体としての原子力防災対策を進め

るため、関係機関間の調整や計画的な施策遂行を図る役割を担う機関として内閣に設置さ

れています。 

また、関係行政機関として、総務省、外務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経

済産業省、国土交通省、環境省等があり、原子力委員会の所掌事項に関する決定を尊重しつ

つ、原子力行政事務が行われています。 

このように、原子力行政機関は「推進行政」と「安全規制行政」を担当する機関が分離さ

れています。 
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2 原子力委員会

原子力委員会は、「原子力基本法」並びに「原子力委員会設置法」（当時）に基づき、原子

力の研究、開発及び利用に関する国の施策を計画的に遂行し、原子力行政の民主的運営を図

る目的をもって、1956 年 1 月 1 日、総理府に設置されました（国家行政組織法第 8 条に基

づく審議会等）。国務大臣をもって充てられた委員長と 4 人の委員（両議院の同意を得て、

内閣総理大臣が任命）から構成され、設置時は、正力松太郎委員長、石川一郎委員、湯川秀

樹委員、藤岡由夫委員、有澤廣巳委員の 5名でした。なお、同年 5月に科学技術庁が設置さ

れ、それ以降、委員長は科学技術庁長官たる国務大臣をもって充てることとされました。 

1974 年の原子力船「むつ」問題を直接の契機として設けられた原子力行政懇談会の報告

を参考とし、原子力行政体制の改革・強化を図るため、1978 年 10 月に原子力基本法等の改

正が施行されました。この改正により、推進と規制の機能が分割され、複数の省庁にまたが

る規制を一貫化し、責任体制の明確化が図られました。同時に、従来の原子力委員会が有し

ていた安全の確保に関する機能を分離して、新たに安全の確保に関する事項について企画

し、審議し、及び決定する原子力安全委員会が設置され、行政庁の行う審査に対しダブル

チェックを行うこととするなど、規制体制の整備充実が図られました。

2 001   年 1 月には、中央省庁等改革により、原子力委員会が内閣府に設置されることとさ

れました。それまで科学技術庁長官たる国務大臣をもって充てられていた原子力委員会委

員長については、委員と同様に両議院の同意を得て内閣総理大臣が任命することとされ、学

識経験者が委員長に就任することとなりました。 

 その後、2011   年 3 月に発生した東電福島第一原発事故を踏まえた安全規制体制の見直し

により、独立性の高い原子力規制組織である原子力規制委員会が設置され、原子力委員会が

担ってきた一部の事務が原子力規制委員会に移管されました。 

さらに、東電福島第一原発事故により原子力をめぐる環境が大きく変化したことを踏ま

え、原子力委員会の在り方見直しのための有識者会議が設置され、2013 年 12 月に報告書

「原子力委員会の在り方見直しについて」が取りまとめられました。同報告書を踏 まえ 、

2 014   年 1  2 月に原子力委員会設置法の一部を改正する法律が施行されました。これにより、

原子力委員会の所掌事務は、原子力利用に関する政策の重要事項に重点化することとし、形

骸化している事務を廃止・縮小するなどの所要の処置が講じられ、 委員長及び委員 2名から

構成される新たな体制での原子力委員会が発足しました。 
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原子力委員会委員（2021 年 3 月末時点） 

原子力委員会委員長 上坂充 

（元 東京大学大学院工学系研究科原子力専攻教授） 

安全でサステナブルな原子力のために全力を尽くします。

将来の原子力のため、人材育成が重要と考えます。原子力

発電・放射線応用を含めた広い、かつ若い世代が夢を持て

る原子力をわかりやすく説明していきます。 

原子力委員会委員 中西友子 

（東京大学大学院農学生命科学研究科特任教授、 

星薬科大学学長） 

長年、放射線や放射性物質をツールとして研究をしてきま

した。特に最近は、放射性物質を用いた植物の生育メカニ

ズムを解析する研究に注力しています。その関係で福島に

おける農業問題の研究も行ってきています。憶測によら

ず、可能な限り科学的な立場から考えていきたいと思って

います。 

原子力委員会委員 佐野利男 

（元 軍縮会議日本政府代表部特命全権大使） 

東電福島の過酷事故後の安全性確保、地球温暖化に対する

パリ協定の実施、電力自由化後の市場に於る競争など原子

力発電をめぐる環境が激変する中、国民の理解を得つつ、

国際核不拡散問題や核セキュリティ問題に貢献する形で

我が国に於る原子力の平和利用を如何に確保していくか

が大きな課題と考えております。 
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3 原子力委員会決定等

（1） 声明・見解等（2020 年 3 月～2021 年 3 月）

年月日 件名 

2020.12.28 原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法の延長について（見解） 

2021.3.9 原子力委員会委員長談話 

2021.3.9 電気事業者等により公表されたプルトニウム利用計画について（見解） 

2021.3.24 使用済燃料再処理機構の使用済燃料再処理等実施中期計画の変更について（見解） 

（2） 原子炉等規制法に係る諮問・答申（2020 年 3 月～2021 年 3 月）

諮問年月日 答申年月日 件名 

2020.3.25 2020.4.22 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構大洗研究所（北地区）の

原子炉設置変更許可［HTTR（高温工学試験研究炉）原子炉施設の変

更］について 

2020.4.8 2020.4.30 

東京電力ホールディングス株式会社柏崎刈羽原子力発電所の発電用

原子炉の設置変更許可（6 号及び 7 号発電用原子炉施設の変更）に

ついて 

2020.5.13 2020.6.2 
日本原燃株式会社再処理事業所における再処理の事業の変更許可に

ついて 

2020.6.3 2020.6.24 
関西電力株式会社美浜発電所の発電用原子炉の設置変更許可（3 号

発電用原子炉施設の変更）について 

2020.6.24 2020.7.28 
四国電力株式会社伊方発電所の発電用原子炉の設置変更許可（3 号

原子炉施設の変更）について 

2020.7.8 2020.7.30 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所の原子

炉設置変更許可［STACY（定常臨界実験装置）施設等の変更］について 

2020.9.2 2020.10.1 
リサイクル燃料貯蔵株式会社リサイクル燃料備蓄センターにおける

使用済燃料の貯蔵の事業の変更許可について

2020.9.23 2020.10.15 
九州電力株式会社川内原子力発電所の発電用原子炉の設置変更許可

（1号及び 2号発電用原子炉施設の変更）について 

2020.10.14 2020.11.6 
関西電力株式会社高浜発電所の発電用原子炉の設置変更許可（1号、

2号、3号及び 4号発電用原子炉施設の変更）について 

2020.12.2 2020.12.15 
関西電力株式会社大飯発電所の発電用原子炉の設置変更許可（3 号

及び 4号発電用原子炉施設の変更）について 

2020.12.2 2020.12.15 
関西電力株式会社美浜発電所の発電用原子炉の設置変更許可（3 号

発電用原子炉施設の変更）について 

2021.2.5 2021.2.17 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構が達成すべき業務運営に

関する目標（中長期目標）の変更について 

2021.3.3 2021.3.17 
京都大学複合原子力科学研究所の原子炉設置変更承認（臨界実験装

置の変更）について 
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4 2019 年度～2021 年度原子力関係経費 

単位：百万円

債：国庫債務負担行為限度額

債 7,759 債 13,930 債 33,993

79,978 77,762 79,034

債 0 債 0 債 0

内閣府 199 193 194

債 0 債 0 債 0

外務省 6,352 4,918 4,894

債 7,565 債 13,811 債 16,960

文部科学省 60,807 60,250 60,721

債 0 債 0 債 0

国土交通省 22 23 19

債 0 債 0 債 0

環境省 1,690 1,619 1,544

債 193 債 119 債 17,033

原子力規制庁 10,908 10,759 11,661

債 5,086 債 1,501 債 10,319

335,931 330,777 327,303

債 0 債 0 債 0

内閣府 15,635 15,404 12,089

債 238 債 526 債 669

文部科学省 109,256 108,926 108,803

債 261 債 0 債 0

経済産業省 170,522 166,335 165,414

債 0 債 0 債 0

環境省 416 382 367

債 4,587 債 974 債 9,650

原子力規制庁 40,102 39,730 40,630

債 238 債 526 債 0

・電源立地対策 170,804 167,503 166,622

債 238 債 526 債 0

文部科学省 14,032 14,095 13,999

債 0 債 0 債 0

経済産業省 156,772 153,408 152,623

債 261 債 0 債 669

・電源利用対策 109,788 108,532 108,245

債 0 債 0 債 669

文部科学省 95,224 94,831 94,804

債 261 債 0 債 0

経済産業省 13,749 12,927 12,791

債 0 債 0 債 0

原子力規制庁 815 774 650

債 4,587 債 974 債 9,650

・原子力安全規制対策 55,338 54,743 52,436

債 0 債 0 債 0

内閣府 15,635 15,404 12,089

債 0 債 0 債 0

環境省 416 382 367

債 4,587 債 974 債 9,650

原子力規制庁 39,287 38,956 39,980

債 0 債 0 債 0

5,620 7,200 7,200

債 0 債 0 債 0

経済産業省 5,620 7,200 7,200

債 9,055 債 21,276 債 2,458

107,696 87,179 83,856

債 0 債 0 債 0

内閣府 0 0 0

債 0 債 0 債 0

文部科学省 5,925 5,350 5,076

債 0 債 0 債 0

農林水産省 5,805 5,677 5,863

債 0 債 0 債 0

経済産業省 260 261 261

債 9,055 債 21,276 債 2,458

環境省 92,441 72,770 69,197

債 0 債 0 債 0

原子力規制庁 3,264 3,121 3,459

債 21,899 債 36,707 債 46,770

529,224 502,919 497,394

2020年度2019年度

エネルギー対策特別会計
電源開発促進勘定

2021年度

エネルギー対策特別会計
エネルギー需給勘定
エネルギー需要構造高度化対策

　東日本大震災復興特別会計

　合　計

　一　般　会　計

注１）原子力関係経費には、原子力の研究、開発及び利用に関する経費、東京電力福島原子力発電所の事故に伴う経費を計上している。具体的には、原子力（エネルギー及び放射線）
に係る安全対策（原子力災害対策、原子力防災、放射線モニタリング等を含む）、核セキュリティ、平和利用の担保、廃止措置や放射性廃棄物の処理・処分、人材育成・確保、国民・
地域社会との共生、エネルギーや放射線の利用、研究開発、国際的な取組、東京電力福島原子力発電所事故収束に関する活動等に係る経費である。
注２）当初予算を記載。
注３）一部の事業については、予算額全額が原子力のために使用されているわけではない事業もあるが、電源種ごとに支出額を算出することが困難なため、当該事業の予算額全額を原
子力関係予算として計上している。
注４）最終的に事業者負担となる経費や事業者に求償する予算は、含めていない。
注５）四捨五入により、端数において合致しない場合がある。
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5 我が国の原子力発電及びそれを取り巻く状況

（1） 我が国の原子力発電所の状況（2021 年 3 月時点）

設置者名 所在地 炉型
認可出力
（万kW）

運転開始年月日等

高 浜 （３号） 福井県大飯郡高浜町 PWR 87.0 1985-01-17
〃 （４号） 〃 〃 87.0 1985-06-05

大 飯 （３号） 福井県大飯郡おおい町 〃 118.0 1991-12-18
〃 （４号） 〃 〃 118.0 1993-02-02

四国電力（株） 伊 方 （３号） 愛媛県西宇和郡伊方町 〃 89.0 1994-12-15
玄 海 原 子 力 （３号） 佐賀県東松浦郡玄海町 〃 118.0 1994-03-18

〃 （４号） 〃 〃 118.0 1997-07-25
川 内 原 子 力 （１号） 鹿児島県薩摩川内市 〃 89.0 1984-07-04

〃 （２号） 〃 〃 89.0 1985-11-28
日本原子力発電（株） 東 海 第 二 茨城県那珂郡東海村 BWR 110.0 1978-11-28

東北電力（株） 女 川 原 子 力 （２号） 宮城県牡鹿郡女川町、石巻市 〃 82.5 1995-07-28
柏崎刈羽原子力 （６号） 新潟県柏崎市、刈羽郡刈羽村 ABWR 135.6 1996-11-07

〃 （７号） 〃 〃 135.6 1997-07-02
美 浜 （３号） 福井県三方郡美浜町 PWR 82.6 1976-12-01
高 浜 （１号） 福井県大飯郡高浜町 〃 82.6 1974-11-14

〃 （２号） 〃 〃 82.6 1975-11-14
（16基） 1624.5

日本原子力発電（株） 敦 賀 （２号） 福井県敦賀市 PWR 116.0 1987-02-17
泊 （１号） 北海道古宇郡泊村 〃 57.9 1989-06-22
〃 （２号） 〃 〃 57.9 1991-04-12
〃 （３号） 〃 〃 91.2 2009-12-22

東北電力（株） 東 通 原 子 力 （１号） 青森県下北郡東通村 BWR 110.0 2005-12-08
浜 岡 原 子 力 （３号） 静岡県御前崎市 〃 110.0 1987-08-28

〃 （４号） 〃 〃 113.7 1993-09-03
北陸電力（株） 志 賀 原 子 力 （２号） 石川県羽咋郡志賀町 ABWR 120.6 2006-03-15
中国電力（株） 島 根 原 子 力 （２号） 島根県松江市 BWR 82.0 1989-02-10

（9基） 859.3

東北電力（株） 女 川 原 子 力 （３号） 宮城県牡鹿郡女川町、石巻市 BWR 82.5 2002-01-30
柏崎刈羽原子力 （１号） 新潟県柏崎市、刈羽郡刈羽村 〃 110.0 1985-09-18

〃 （２号） 〃 〃 110.0 1990-09-28
〃 （３号） 〃 〃 110.0 1993-08-11
〃 （４号） 〃 〃 110.0 1994-08-11
〃 （５号） 〃 〃 110.0 1990-04-10

中部電力（株） 浜 岡 原 子 力 （５号） 静岡県御前崎市 ABWR 138.0 2005-01-18
北陸電力（株） 志 賀 原 子 力 （１号） 石川県羽咋郡志賀町 BWR 54.0 1993-07-30

（8基） 824.5

電源開発（株） 大 間 原 子 力 青森県下北郡大間町 ABWR 138.3 未定

中国電力（株） 島 根 原 子 力 （３号） 島根県松江市 〃 137.3 未定

建設中（新規制
基準に対して未申

請の炉）

東京電力
ホールディングス（株）

東 通 原 子 力 （１号） 青森県下北郡東通村 〃 138.5 未定

（3基） 414.1

小計

発電所名（設備番号）

稼働中

関西電力（株）

九州電力（株）

新規制基準に
基づき設置変
更の許可がな

された炉

東京電力
ホールディングス（株）

関西電力（株）

小計

新規制基準へ
の適合性を審
査中の炉

北海道電力（株）

中部電力（株）

新規制基準に
対して未申請

の炉

東京電力
ホールディングス（株）

小計

建設中（新規制
基準への適合性を

審査中の炉）

小計
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（参考）

設置者名 所在地 炉型
出力

（万kW）
運転終了年月日等

東 海 茨城県那珂郡東海村 GCR 16.6 1998-03-31
敦 賀 （１号） 福井県敦賀市 BWR 35.7 2015-04-27

東北電力（株） 女 川 原 子 力 （１号） 宮城県牡鹿郡女川町、石巻市 〃 52.4 2018-12-21
福島第一原子力 （１号） 福島県双葉郡大熊町、双葉町 〃 46.0 2012-04-19

〃 （２号） 〃 〃 78.4 2012-04-19
〃 （３号） 〃 〃 78.4 2012-04-19
〃 （４号） 〃 〃 78.4 2012-04-19
〃 （５号） 〃 〃 78.4 2014-01-31
〃 （６号） 〃 〃 110.0 2014-01-31

福島第二原子力 （１号） 福島県双葉郡楢葉町、富岡町 〃 110.0 2019-09-30
〃 （２号） 〃 〃 110.0 2019-09-30
〃 （３号） 〃 〃 110.0 2019-09-30
〃 （４号） 〃 〃 110.0 2019-09-30

浜 岡 原 子 力 （１号） 静岡県御前崎市 〃 54.0 2009-01-30
〃 （２号） 〃 〃 84.0 2009-01-30

美 浜 （１号） 福井県三方郡美浜町 PWR 34.0 2015-04-27
〃 （２号） 〃 〃 50.0 2015-04-27

大 飯 （１号） 福井県大飯郡おおい町 〃 117.5 2018-03-01
〃 （２号） 〃 〃 117.5 2018-03-01

中国電力（株） 島 根 原 子 力 （１号） 島根県松江市 BWR 46.0 2015-04-30
伊 方 （１号） 愛媛県西宇和郡伊方町 PWR 56.6 2016-05-10

〃 （２号） 〃 〃 56.6 2018-05-23
玄 海 原 子 力 （１号） 佐賀県東松浦郡玄海町 〃 55.9 2015-04-27

〃 （２号） 〃 〃 55.9 2019-04-09

福井県敦賀市
ATR

（原型炉）
16.5 2003-03-29

〃
FBR

（原型炉）
28.0

2018-03-28
廃止措置計画認可

廃止決定・
廃止措置中

四国電力（株）

日本原子力研究開発機構

新 型 転 換 炉 原 型 炉
ふ げ ん

高 速 増 殖 原 型 炉
も ん じ ゅ

日本原子力発電（株）

東京電力
ホールディングス（株）

中部電力（株）

関西電力（株）

九州電力（株）

発電所名（設備番号）

（注）BWR：沸騰水型軽水炉 

PWR：加圧水型軽水炉 

ABWR：改良型沸騰水型軽水炉 

APWR：改良型加圧水型軽水炉 

ATR：新型転換炉 

FBR：高速増殖炉 

GCR：ガス冷却炉 

（出典）日本原子力産業協会「日本の原子力発電炉（運転中、建設中、建設準備中など）」等に基づき作成 
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（2） 我が国における核燃料物質在庫量一覧

① 原子炉等規制法上の規制区分別内訳

（出典）第 8 回原子力規制委員会資料 4 原子力規制庁「我が国における 2020 年の保障措置活動の実施結果について」（2021 年） 
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② 国籍区分別内訳

（出典）第 8 回原子力規制委員会資料 4 原子力規制庁「我が国における 2020 年の保障措置活動の実施結果について」（2021 年）
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 ③ 2020年における国内に保管中の分離プルトニウムの期首・期末在庫量と増減内訳

単位：ｋｇＰｕ 

＜合計＞ （注１） 

炉内に装荷し照射した総量 

各施設の受払量 

各施設内工程での増減量  

－ 

0 

増減 

再処理の分離・精製工程から混合転換の原料貯蔵庫まで （注１） 

令和２年１月１日 （令和元年末）現在の在庫量 195 

受入による増量（令和２年一年間の搬入量） 0 

払出による減量（令和２年一年間の搬出量） 

再処理施設内工程での増減量 （注２） 

増減 保管廃棄 

内訳 保管廃棄再生 0.0 
詳細 

核的損耗 
内訳 

測定済廃棄 

在庫差 

令和２年１２月末現在の在庫量 193 

混合酸化物（ＭＯＸ）の粉末原料から燃料集合体に仕上げるまで （注１） 

令和２年１月１日 （令和元年末）現在の在庫量 3,918 

受入による増量（令和２年一年間の搬入量） 0 

払出による減量（令和２年一年間の搬出量） 
増減 

燃料加工施設内工程での増減量 （注２） 
内訳 

詳細 核的損耗 

内訳 在庫差 

令和２年１２月末現在の在庫量 3,916 

「常陽」、「もんじゅ」、「実用発電炉」及び「研究開発施設」（注１） 

令和２年１月１日 （令和元年末）現在の在庫量 1,143 

受入による増量（令和２年一年間の搬入量） 2 

炉内に装荷し照射したことによる減量（令和２年一年間の装荷し照射した

量） 
－ 

増減 
払出による減量（令和２年一年間の搬出量） 

内訳 
原子炉施設等内での増減量 （注２） 

詳細 
保管廃棄 等 

内訳 

令和２年１２月末現在の在庫量 1,143 

△ 6

△ 6

△ 0

△ 2

△ 2.2

△ 0.1

△ 0.0

△ 0.1

△ 0

△ 3

△ 1.1

△ 1.6

△ 2

△ 0

△ 0.0

【日本原子力研究開発機構再処理施設】 

【日本原子力研究開発機構プルトニウム燃料加工施設】 

【原子炉施設等】 
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再処理の分離・精製工程から混合転換の原料貯蔵庫まで （注１） 

令和２年１月１日 （令和元年末）現在の在庫量 3,603 

受入による増量（令和２年一年間の搬入量） 0 

払出による減量（令和２年一年間の搬出量） 

増減 再処理施設内工程での増減量 （注２） 

内訳 保管廃棄 
詳細 

核的損耗 
内訳 

在庫差 

令和２年１２月末現在の在庫量 3,602 

（注１） 四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。「△」は、減量を示す。 

（注２） 各施設内工程での増減量の内訳には、施設への受入れ、施設からの払出し以外の計量管理上の在庫変動（受払間

差異、保管廃棄、保管廃棄再生、核的損耗、測定済廃棄等）及び在庫差がある。これらの定義は以下のとおりであり、

計量管理上、国際的にも認められている概念である。なお、この表中では、プルトニウムの増減をわかりやすく示す観

点から、在庫量が減少する場合には負（△）、増加する場合には正（符号なし）の量として示している。そのため、計量

管理上の表記と異なる場合があるので注意されたい。 

知した値を引いた値。 

廃液等に含まれるプルトニウムなど、当面回収できない形態と認められる核燃料物質を保

管する場合に、帳簿上の在庫から除外された量。 

（ガラス固化体等）で廃棄された量。 

○ 在 庫 差：実在庫確認時に実際の測定により確定される「実在庫量」から「帳簿上の在庫量」を引いた

値。測定誤差やプルトニウムを粉末や液体で扱う施設においては、機器等への付着等の

ため、発生する。 

（注３） 令和２年には、「受入による増量」及び「払出による減量」として、安全上の確認、安定化処理、分析などのために異なる

施設間で分離プルトニウムを受払いしたことによる増減があった。 

 （出典）第 21 回原子力委員会資料第 1 号 「令和 2 年における我が国のプルトニウム管理状況」（2021 年） 

△ 0

△ 1

△ 0.1

△ 0.6

△ 0.5

○ 受 払 間 差 異：異なる施設間で核燃料物質の受渡しが行われた際の、受入側の測定値から払出し側が通

○ 保 管 廃 棄：使用済燃料溶解液から核燃料物質を回収する過程で発生する高放射性廃液や低放射性

○ 保管廃棄再生：保管廃棄された核燃料物質のうち、再び帳簿上の在庫に戻された量。

○ 核 的 損 耗：核燃料物質の自然崩壊により損耗（減少）した量。

○ 測 定 済 廃 棄：測定され又は測定に基づいて推定され、かつ、その後の原子力利用に適さないような態様

【日本原燃株式会社再処理施設】 
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④ 2020年における我が国の分離プルトニウムの施設内移動量・増減量及び施設間移動量

単
位
：
ｋ
ｇ
Ｐ
ｕ

（
施

設
内

移
動

量
及

び
増

減
量

）

【
照

射
総

量
】
炉

内
に
装

荷
し
照

射
し
た
量

－

【海
外

に
保

管
中

の
分

離
P
u量

】
施

設
内

で
の

増
減

量

海
外

合
計

3
7
,2

1
6

【保
管

量
】

新
燃

料
及

び
研

究
開

発
用

１
,1

4
3

原
子

炉
施

設
等

使
用

済
燃

料
（
施

設
内

移
動

量
及

び
増

減
量

）

【
分

離
総

量
】
使

用
済

燃
料

を
再

処
理

に
供

し
た
量

－
払

出
総

量
0

（
施

設
内

移
動

量
及

び
増

減
量

）
国

内
合

計
8
,8

5
4

【
回

収
量

】
硝

酸
P
u
か

ら
酸

化
P

u
に
転

換
し
た
量

－

【
使

用
量

】
燃

料
加

工
の

た
め
に
使

用
し
た
酸

化
P

u
の

量
－

施
設

内
工

程
で
の

増
減

量

施
設

内
工

程
で
の

増
減

量
【保

管
量

】

【保
管

量
】

燃
料

加
工

施
設

再
処

理
施

設
硝

酸
P

u
等

2
9
9

酸
化

P
u

2
,5

9
5

払
出

総
量

－
酸

化
P

u
3
,4

9
6

試
験

及
び
加

工
段

階
P

u
8
7
4

合
計

3
,7

9
5

新
燃

料
製

品
等

4
4
6

合
計

3
,9

1
6

（注
１
）「

保
管

量
」は

令
和

２
年

末
の
値

。
（注

２
）
「施

設
内

移
動

量
及

び
増

減
量

」は
令

和
２
年

一
年

間
の
値

。
（注

３
）「

△
」は

、
減

量
を
示

す
。

（
出

典
）
第

2
1
回
原

子
力

委
員

会
資

料
第

1
号

 
「
令

和
2
年

に
お

け
る
我

が
国

の
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
管

理
状

況
」
（
2
0
2
1
年

） 

△
0

△
4

△
3
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⑤ 原子炉施設等における保管プルトニウム・装荷プルトニウムの内訳

（
参
考

）
令
和
２
年
末
ま
で
に
炉
内
に
装
荷

さ
れ

た
未
照
射
分
離
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
総
量

 

－
炉

外
へ
取
り
出

し
た
照
射

済
み
プ
ル

ト
ニ

ウ
ム
総
量

（
注
３
）

保
管

プ
ル

ト
ニ
ウ
ム

（
注
１
）
 

（
未

照
射

分
離

プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
量

） 
う
ち
、
炉

内
に
装

荷
さ
れ

て
い
る
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム

（
注
２
）
 

（
未

照
射

分
離

プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
量

） 
原

子
炉

名
等

 
う
ち
、
核
分
裂
性

 
う
ち
、
核
分
裂
性

 
う
ち
、
核
分
裂
性

 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
量

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
量

 
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
量

（
kg

P
u
）

(k
gP

u
f)
 

(k
gP

u
) 

(k
gP

u
f)

(k
gP

u
) 

(k
gP

u
f)
 

常
陽

 
1
3
4 

9
8
 

－
 

－
 

2
6
1 

1
8
4 

日
本

原
子

力
研

究
開

発
機

構
 

も
ん
じ
ゅ

 
2
8
0 

1
9
1 

1
6
4 

1
1
2 

1
,0

6
6 

7
4
5 

東
京

電
力

ホ
ー

ル
福

島
第

一
原

子
力

発
電

所
3
号

機
 

－
 

－
 

－
 

－
 

2
1
0 

1
4
3 

デ
ィ
ン
グ
ス

(株
) 

柏
崎

刈
羽

原
子

力
発

電
所

3
号

機
 

2
0
5 

1
3
8 

－
 

－
 

－
 

－
 

中
部

電
力

(株
) 
浜

岡
原

子
力

発
電
所

4
号

機
 

2
1
3 

1
4
5 

－
 

－
 

－
 

－
 

高
浜

発
電

所
3
号

機
 

－
 

－
 

－
 

－
 

9
0
1 

5
8
5 

関
西

電
力

(株
) 

高
浜

発
電

所
4
号

機
 

－
 

－
 

－
 

－
 

8
8
7 

5
5
7 

四
国

電
力

(株
) 
伊

方
発

電
所

3
号
機

 
1
9
8 

1
3
6 

－
 

－
 

6
3
3 

4
3
6 

九
州

電
力

(株
) 
玄

海
原

子
力

発
電
所

3
号

機
 

－
 

－
 

－
 

－
 

8
0
1 

5
1
6 

大
洗

研
究

所
 

8
7
 

7
2
 

重
水

臨
界

実
験

装
置

 

日
本

原
子

力
研

究
開

発
機

構
 

原
子

力
科

学
研

究
所

 

定
常

臨
界

実
験

装
置

及
び

 

過
渡

臨
界

実
験

装
置

 
1
5
 

1
1
 

そ
の

他
の

研
究

開
発

施
設

 
1
1
 

9
 

（
注

１
）
令

和
２
年

末
の

未
照

射
分

離
プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
量

。
 

（
注

２
）
令

和
２
年

末
の

未
照

射
分

離
プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
の

う
ち
、
炉

内
に
装

荷
さ
れ

て
い
る
プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
量

。
 

 
 

 
令

和
２
年

の
一

年
間

に
未

照
射

分
離

プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
を
照

射
し
た
原

子
炉

は
な
い
。

 

（
注

３
）
令

和
２
年

末
時

点
で
炉

内
に
装

荷
中

の
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃

料
の

未
照

射
時

点
で
の

プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
量

を
記

載
。
な
お
、
定

期
事

業
者

検
査

の
た
め
、
一

時
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃

料
を
炉

外
に
移

動
し
保

管
さ
れ

て
い
る
場

合
も
あ
る
。

 

参
考

デ
ー
タ
（
令

和
２
年

末
）
 

原
子

炉
施

設
等

に
貯

蔵
さ
れ

て
い
る
使

用
済

燃
料

等
に
含

ま
れ

る
プ
ル

ト
ニ
ウ
ム

 
 

1
49

,5
5
0
kg

P
u 

再
処

理
施

設
に
貯

蔵
さ
れ

て
い
る
使
用

済
燃

料
に
含

ま
れ

る
プ
ル

ト
ニ
ウ
ム

 
 

 
 

 
 

26
,7

3
4k

gP
u 

放
射

性
廃

棄
物

に
微

量
含

ま
れ

る
プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
等

、
当

面
回

収
で
き
な
い
と
認

め
ら
れ

て
い
る
プ
ル

ト
ニ
ウ
ム

 
 

1
35

kg
P

u  

（
出

典
）
第

2
1
回
原

子
力

委
員

会
資

料
第

1
号

 
「
令

和
2
年

に
お

け
る
我

が
国

の
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
管

理
状

況
」
（
2
0
2
1
年

） 

258資料編

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

第
８
章

資
料
編

用
語
集

特
　
集

は
じ
め
に



（ ）内は令和元年末の公表値 

民生未照射プルトニウム年次保有量 *１  （単位：tＰｕ） 

3.8 (3.8) 

3.5 (3.5) 

1.5 (1.5)

0.1 (0.1) 

［上記 1-4 の合計値］*２ 

(ⅰ)上記 1-4 のプルトニウムのうち所有権が他国であるもの 

(ⅱ)上記 1-4 のいずれかの形態のプルトニウムであって他国に存在し、

上記 1-4 には含まれないもの 

(ⅲ)上記 1-4 のいずれかの形態のプルトニウムであって、国際輸送中で

[ 8.9 (8.9) ] 

0 (0) 

37.2*３ (36.6*３) 

0 (0) 

受領国へ到着前のものであり、上記 1-4 には含まれないもの 

使用済民生原子炉燃料に含まれるプルトニウム推定量 *４ （単位：tＰｕ） 

149 (146) 

27 (27) 

<0.5 (<0.5) 

［上記 1-3 の合計値］*５ [ 176 (172) ]

（定義） 

1：民生原子炉施設から取り出された燃料に含まれるプルトニウムの推

定量 

2：再処理工場で受け入れた燃料のうち、未だ再処理されていない燃料

に含まれているプルトニウムの推定量 

*４； １,０００ｋｇ単位で四捨五入した値。

（出典）第 21 回原子力委員会資料第 1 号 「令和 2 年における我が国のプルトニウム管理状況」（2021 年） 

1. 再処理工場製品貯蔵庫中の未照射分離プルトニウム

2. 燃料加工又はその他製造工場又はその他の場所での製造又は加工

中未照射分離プルトニウム及び未照射半加工又は未完成製品に含

まれるプルトニウム

3. 原子炉又はその他の場所での未照射ＭＯＸ燃料（炉内に装荷された

照射前を含む）又はその他加工製品に含まれる未照射プルトニウム

4. その他の場所で保管される未照射分離プルトニウム

1. 民生原子炉施設における使用済燃料に含まれるプルトニウム

2. 再処理工場における使用済燃料に含まれるプルトニウム

3. その他の場所で保有される使用済燃料に含まれるプルトニウム

*１； １００ｋｇ単位で四捨五入した値。

*２, *５； 合計値はいずれも便宜上算出したものであり、ＩＡＥＡの公表対象外。

*３； 再処理施設に保管されているプルトニウムについては、Ｐｕ２４１の核的損耗を考慮した値。

⑥ プルトニウム国際管理指針に基づき IAEAを通じて公表する 2020年末における我が国

のプルトニウム保有量
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（3） 核兵器不拡散条約（NPT）締約国と IAEA 保障措置協定締結国

N
PT
締

約
国

 1
9
1
か
国

包包
括括

的的
保保

障障
措措

置置
協協

定定
締締

結結
国国

  
11
77
66
かか

国国
★
：

I
AE
A
加
盟

国
 
1
7
2か

国

★
日
本

●
★

ア
イ

ス
ラ

ン
ド

●
★

 
ア
ル

ジ
ェ

リ
ア

○
★

ア
ル

ゼ
ン

チ
ン

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

包
括

的
保

障
措

置
協

定
締

結
国

 
17
6
か
国

★
韓
国

●
★

 
ア
イ

ル
ラ

ン
ド

●
★

 
ア
ン

ゴ
ラ

●
★

 
ア
ン

テ
ィ

グ
ア

・
バ
ー

ブ
ー

ダ
 

●
●
：

追
加

議
定

書
締

結
国

 
13
6
か
国

北
朝

鮮
ア
ン

ド
ラ

●
★

 
ウ
ガ

ン
ダ

●
★

 
ウ
ル

グ
ア

イ
 

●
○
：

追
加

議
定

書
署

名
済

み
 
1
4
か
国

★
モ
ン

ゴ
ル

●
★

イ
タ

リ
ア

●
★

エ
ジ

プ
ト

★
エ
ク

ア
ド

ル
 

●
東
テ

ィ
モ

ー
ル

 
○

★
オ
ー

ス
ト

リ
ア

●
★

エ
ス

ワ
テ

ィ
ニ

●
★

 
エ
ル

サ
ル

バ
ド

ル
 

●

★
イ
ン

ド
ネ

シ
ア

●
★

 
オ
ラ

ン
ダ

●
★

 
エ
チ

オ
ピ

ア
●

★
 
ガ
イ

ア
ナ

IA
E
A
理
事
国

（
2
0
2
0年

～
2
0
2
1年

）

★
カ
ン

ボ
ジ

ア
 

●
★

ギ
リ

シ
ャ

●
★

ガ
ー

ナ
 

●
★

カ
ナ

ダ
 

●
★
 

エ
リ

ト
リ

ア
（
3
5
か
国
）

★
シ
ン

ガ
ポ

ー
ル

●
★

 
キ
プ

ロ
ス

●
★

 
カ
メ

ル
ー

ン
 

●
★

 
キ
ュ

ー
バ

●
カ
ー

ボ
ベ

ル
デ

○

★
タ
イ

●
★

 
サ
ン

マ
リ

ノ
★

ガ
ボ

ン
 

●
★

 
グ
ア

テ
マ

ラ
 

●
ギ
ニ

ア
 

○

★
フ
ィ

リ
ピ

ン
 

●
★

ス
イ

ス
 

●
ガ
ン

ビ
ア

●
★

 
グ
レ

ナ
ダ

ギ
ニ

ア
ビ

サ
ウ

 
○

★
ブ
ル

ネ
イ

★
ス
ウ

ェ
ー

デ
ン

●
★

ケ
ニ

ア
 

●
★

 
コ
ス

タ
リ

カ
 

●
サ
ン

ト
メ

プ
リ

ン
シ

ペ

★
ベ
ト

ナ
ム

●
★

 
ス
ペ

イ
ン

●
★

 
コ
ー

ト
ジ

ボ
ワ

ー
ル

●
★

 
コ
ロ

ン
ビ

ア
 

●
赤
道

ギ
ニ

ア

★
マ
レ

ー
シ

ア
 

○
★

デ
ン

マ
ー

ク
 

●
★

 
コ
モ

ロ
 

●
★

 
ジ
ャ

マ
イ

カ
 

●
ソ
マ

リ
ア

★
ミ
ャ

ン
マ

ー
 

○
★

ド
イ

ツ
●

★
コ
ン

ゴ
共

和
国

●
ス
リ

ナ
ム

★
ラ
オ

ス
 

○
★

 
ト
ル

コ
 

●
★

 
コ
ン

ゴ
民

主
共

和
国

●
セ
ン

ト
ク

リ
ス

ト
フ
ァ

ー
・

ネ
ー

ビ
ス

●

★
ノ
ル

ウ
ェ

ー
 

●
★

ザ
ン

ビ
ア

○
★

 
セ
ン

ト
ビ

ン
セ

ン
ト
・

グ
レ

ナ
デ

ィ
ー

ン
ズ

中中
東東

・・
南南

アア
ジジ

アア

★
オ
ー

ス
ト

ラ
リ

ア
 

●
★

バ
チ

カ
ン

●
★

 
シ
エ

ラ
レ

オ
ネ

★
セ
ン

ト
ル

シ
ア

パ
レ

ス
チ

ナ

キ
リ

バ
ス

○
★

 
フ
ィ

ン
ラ

ン
ド

●
★

 
ジ
ブ

チ
 

●
★

 
チ
リ

●

サ
モ

ア
★

ベ
ル

ギ
ー

●
★

 
ジ
ン

バ
ブ

エ
★

ド
ミ

ニ
カ

ソ
ロ

モ
ン

★
ポ
ル

ト
ガ

ル
 

●
★

 
ス
ー

ダ
ン

★
ド
ミ

ニ
カ

共
和

国
 

●

ツ
バ

ル
★

マ
ル

タ
 

●
★

 
セ
イ

シ
ェ

ル
 

●
★

 
ト
リ

ニ
ダ

ー
ド

・
ト
バ

ゴ

ト
ン

ガ
★

モ
ナ

コ
 

●
★

セ
ネ

ガ
ル

●
★

ニ
カ

ラ
グ

ア
 

●
★
 
イ

ス
ラ

エ
ル

ナ
ウ

ル
★

リ
ヒ

テ
ン

シ
ュ

タ
イ

ン
 

●
★

 
タ
ン

ザ
ニ

ア
 

●
★

 
ハ
イ

チ
 

●
★
 

米
国

●
★
 
イ

ン
ド

●
 
※

★
ニ
ュ

ー
ジ

ー
ラ

ン
ド

●
★

ル
ク

セ
ン

ブ
ル

ク
 

●
★

 
チ
ャ

ド
 

●
★

パ
ナ

マ
 

●
★
 

イ
ギ

リ
ス

●
★
 
パ

キ
ス

タ
ン

★
パ
プ

ア
ニ

ュ
ー

ギ
ニ

ア
★

中
央

ア
フ

リ
カ

●
★

 
バ
ハ

マ
★
 

フ
ラ

ン
ス

●

★
バ
ヌ

ア
ツ

●
★

 
ア
ゼ

ル
バ

イ
ジ

ャ
ン

●
★

 
チ
ュ

ニ
ジ

ア
 

○
★

パ
ラ

グ
ア

イ
 

●
★
 

ロ
シ

ア
 

●

★
パ
ラ

オ
 

●
★

 
ア
ル

バ
ニ

ア
 

●
★

 
ト
ー

ゴ
 

●
★

 
バ
ル

バ
ド

ス
★
 

中
国

●

★
フ
ィ

ジ
ー

●
★

 
ア
ル

メ
ニ

ア
 

●
★

ナ
イ

ジ
ェ

リ
ア

●
★

ブ
ラ

ジ
ル

<
そ
の

他
>

★
マ
ー

シ
ャ

ル
諸

島
 

●
★

 
ウ
ク

ラ
イ

ナ
 

●
★

 
ナ
ミ

ビ
ア

●
★

 
ベ
ネ

ズ
エ

ラ
・

IA
E
A
は
台

湾
と
も

保
障

措
置

協
定

を
締

結
済

み
。

★
ウ
ズ

ベ
キ

ス
タ

ン
 

●
★

 
ニ
ジ

ェ
ー

ル
 

●
★

 
ベ
リ

ー
ズ

・
IA
E
A
は
ユ

ー
ラ
ト

ム
と

も
追

加
議

定
書

を
締

結
済

み
。

★
ア
フ

ガ
ニ

ス
タ

ン
 

●
★

エ
ス

ト
ニ

ア
 

●
★

ブ
ル

キ
ナ

フ
ァ

ソ
 

●
★

ペ
ル

ー
 

●
・

※
イ
ン

ド
は

2
01
4
年
7
月

25
日

に
モ

デ
ル

AP
の

★
ア
ラ

ブ
首

長
国

連
邦

●
★

カ
ザ

フ
ス

タ
ン

●
★

 
ブ
ル

ン
ジ

●
★

 
ボ
リ

ビ
ア

○
「
補

完
的

ア
ク

セ
ス

」
部

分
を

始
め

と
す

る
主

要
な

★
イ
エ

メ
ン

★
北
マ

ケ
ド

ニ
ア

●
★

 
ベ
ナ

ン
●

★
 
ホ
ン

ジ
ュ

ラ
ス

●
要
素

が
含

ま
れ

な
い

形
の

「
A
P
」
を

締
結

。

★
イ
ラ

ク
 

●
★

 
キ
ル

ギ
ス

●
★

 
ボ
ツ

ワ
ナ

●
★

メ
キ

シ
コ

●

★
イ
ラ

ン
 

○
★

 
ジ
ョ

ー
ジ

ア
●

★
 
マ
ダ

ガ
ス

カ
ル

●

★
オ
マ

ー
ン

★
ク
ロ

ア
チ

ア
 

●
★

 
マ
ラ

ウ
イ

●

★
カ
タ

ー
ル

★
ス
ロ

バ
キ

ア
 

●
★

 
マ
リ

●

★
ク
ウ

ェ
ー

ト
 

●
★

ス
ロ

ベ
ニ

ア
 

●
★

南
ア

フ
リ

カ
 

●

★
サ
ウ

ジ
ア

ラ
ビ

ア
★

セ
ル

ビ
ア

●
★

 
モ
ー

リ
シ

ャ
ス

●

★
シ
リ

ア
★

タ
ジ

キ
ス

タ
ン

●
★

 
モ
ー

リ
タ

ニ
ア

●

★
ス
リ

ラ
ン

カ
★

チ
ェ

コ
 

●
★

 
モ
ザ

ン
ビ

ー
ク

●

★
ネ
パ

ー
ル

★
ト
ル

ク
メ

ニ
ス

タ
ン

●
★

 
モ
ロ

ッ
コ

●

★
バ
ー

レ
ー

ン
 

●
★

ハ
ン

ガ
リ

ー
 

●
★

リ
ビ

ア
 

●

★
バ
ン

グ
ラ

デ
シ

ュ
●

★
 
ブ
ル

ガ
リ

ア
 

●
★

 
リ
ベ

リ
ア

●

ブ
ー

タ
ン

★
ベ
ラ

ル
ー

シ
 

○
★

 
ル
ワ

ン
ダ

●

モ
ル

ジ
ブ

★
ポ
ー

ラ
ン

ド
 

●
★

レ
ソ

ト
 

●

★
ヨ
ル

ダ
ン

●
★

 
ボ
ス

ニ
ア

・
ヘ

ル
ツ

ェ
ゴ

ビ
ナ

●

★
レ
バ

ノ
ン

★
モ
ル

ド
バ

●

★
モ
ン

テ
ネ

グ
ロ

●

★
ラ
ト

ビ
ア

●

★
リ
ト

ア
ニ

ア
 

●

★
ル
ー

マ
ニ

ア
 

●

そそ
のの

他他
のの

保保
障障

措措
置置

協協
定定

締締
結結

国国
  
33
かか

国国

ＮＮ
ＰＰ

ＴＴ
締締

約約
国国

  
11
99
11
かか

国国

東東
アア

ジジ
アア

西西
ヨヨ

ーー
ロロ

ッッ
パパ

アア
フフ

リリ
カカ

北北
・・

南南
アア

メメ
リリ

カカ
オオ

セセ
アア

ニニ
アア （

核
兵
器

国
）

東東
ヨヨ

ーー
ロロ

ッッ
パパ

中中
東東

・・
南南

アア
ジジ

アア

東東
南南

アア
ジジ

アア

東東
南南

アア
ジジ

アア

アア
フフ

リリ
カカ

オオ
セセ

アア
ニニ

アア

自自
発発

的的
保保

障障
措措

置置
協協

定定
締締

結結
国国

  
55
かか

国国

（
出

典
）
国

際
連

合
軍

縮
部

ウ
ェ

ブ
サ

イ
ト
「
T

re
at

y 
o
n
 t

h
e 

N
o
n
-
P
ro

lif
er

at
io

n
 o

f 
N

u
cl

ea
r 

W
ea

p
o
n
s」

、
IA

E
A

ウ
ェ

ブ
サ

イ
ト
「
S
af

eg
u
ar

d
s 

ag
re

em
en

ts
」
、

「
S
ta

tu
s 

L
is

t」
、

「
S
ta

tu
s 

o
f 

th
e 

A
d
d
it
io

n
al

 P
ro

to
co

l」
、

「
L
is

t 
o
f 
M

em
b
er

 S
ta

te
s」

、
「
B

o
ar

d
 o

f 
G

o
ve

rn
o
rs

」等
に

基
づ

き
作

成
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（4） 原子力関連年表（2020 年 4 月～2021 年 3 月）

 2020 年

月日 国内 国際 

4.1 原子力規制庁が新たな検査制度「原子力規制

検査」の運用を開始 

4.2 経済産業省が国際原子力機関（IAEA）による

「東京電力福島第一原子力発電所における多

核種除去設備等処理水管理の進捗状況及び多

核種除去設備等処理水の取扱いに関する小委

員会報告書に係るフォローアップレビュー報

告書」を公表 

4.6 資源エネルギー庁が「第 1 回多核種除去設備

等処理水の取扱いに係る『関係者の御意見を

伺う場』」を開催 

（以降 10月 8 日までに計 7 回実施） 

4.23 

5.14 米国エネルギー省（DOE）、民間企業による先

進炉の実証支援のためのプログラムの開始を

発表 

5.21 米国連邦議会上院、原子力規制委員会（NRC）

の委員 2名の指名を承認 

5.22 ロシアのロスアトム、世界初の浮揚式原子力

発電所「アカデミック・ロモノソフ」の商業

運転を開始

5.27 英国の EDF エナジー社、サイズウェル C 原子

力発電所の新設事業計画許可である開発合意

令（DCO）の発給を政府に申請 

5.29 東京電力が福島第二原子力発電所の廃止措置

計画認可申請を提出 

6.2 フランスのフラマトム社、米国の BWX テクノ

ロジーズ社の商業用原子力部門の買収完了を

発表

6.3 原子力規制委員会が原子力機構の高温工学

試験研究炉（HTTR）に係る原子炉設置変更を

許可 

6.5 「令和元年度エネルギーに関する年次報告

(エネルギー白書 2020)」が閣議決定

6.10 ブラジルの投資連携プログラム（PPI）審議会、

アングラ 3 号機建設の完了に向けた基本方針

を承認

6.18 ロシアのロスアトム、フランスのフラマトム

社及び米国の GE スチームパワー社との、ブ

ルガリア・ベレネ原子力発電所の建設に係る

覚書締結を発表

6.30 

 米国で大統領が設立したワーキンググルー

プが、原子力分野における米国の主導権回

復に向け勧告を示した戦略を公表

 フランス政府、2050年のカーボンニュート

ラル目標達成への道筋を示した改定版「多

年度エネルギー計画（PPE）」を公表

 フランス電力（EDF）、フェッセンハイム 2号

機を恒久閉鎖

 英国の EDF エナジー社、ムーアサイドサイ

トにおける欧州加圧水型原子炉（EPR）等の

建設を検討することを公表
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月日 国内 国際 

7.3 ドイツ連邦議会、脱石炭火力発電の行程及び

影響緩和策の枠組み等を定める法案を可決 

7.10 英国政府、先進モジュール炉（AMR）開発に向

けた資金援助を行うプロジェクト 3件を選定 

7.15 インド政府とユーラトム、原子力の平和利用

に向けた研究開発（R&D）に係る協力合意を

締結

7.23 米国国際開発金融公社（USDFC）が原子力プロ

ジェクトへの支援が可能となるように内部文

書を改定 

7.29 原子力規制委員会が日本原燃(株)の六ヶ所再

処理工場に係る事業変更を許可 

8.21 

8.26 原子力規制委員会が日本原燃(株)の廃棄物管

理施設に係る事業変更を許可 

米国のエクセロン社、バイロン・ドレスデン

両原子力発電所の 2021 年における早期閉鎖

を発表 

8.27 韓国産業通商資源部（MOTIE）と韓国水力原子

力（KHNP）、廃炉産業の育成及び技術革新の基

盤となる廃炉研究所を設立 

8.28 米国 NRC、米国のニュースケール・パワー社

製小型モジュール炉（SMR）の設計認証申請（DC

A）A）審査を

8.31 原子力委員会が「令和元年度版原子力白書」

を公表 

9.2 文部科学省が「『もんじゅ』サイトに設置する

試験研究炉の炉型及び今後の検討の進め方に

ついて」を公表 

中国国務院、第 3 世代原子炉「華龍 1 号」を

新設するプロジェクト 2 件を承認 

9.3 フランス政府、コロナ禍からの経済再生策と

して、SMR 開発等の原子力分野に資金を投じ

る方針を発表

9.8 ポーランド政府、2040年までに原子炉 6基の

建設を目指す計画を発表 

9.11 米国 NRC、米国のニュースケール・パワー社製

SMR に標準設計承認（SDA）を発給 

9.16 

10.7 原子力規制委員会が四国電力（株）伊方発電

所 2号機の廃止措置計画を認可 

10.9 

 内閣府が「我が国のプルトニウム管理状況」

を公表

 経済産業省が経済協力開発機構／原子力

機関（OECD/NEA）による最終処分国際ラウ

ンドテーブルの報告書取りまとめについ

て公表

 原子力規制委員会が四国電力（株）伊方発

電所における使用済燃料乾式貯蔵施設の設

置に関する設置変更を許可

 （株）日立製作所が英国における原子力発

電所新設プロジェクトの事業運営からの撤

退を発表

 北海道寿都町が文献調査に応募

 北海道神恵内村が国からの文献調査の申入

れを受諾
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月日 国内 国際 

10.16 原子力機構が英国国立原子力研究所（NNL）と

締結している包括的な技術協力取決めを改定

し、高温ガス炉技術分野での技術開発協力を

開始 

10.19 米国とポーランド、ポーランドにおける原子

力発電所建設に向けた戦略協定締結で合意 

10.21 内閣府・文部科学省・経済産業省が核燃料サ

イクル協議会を開催し青森県と意見交換

10.23 米国とブルガリア、民生用原子力分野におけ

る連携強化に係る了解覚書を締結 

10.26 菅内閣総理大臣が所信表明演説において

「2050 年までに温室効果ガスの排出を全体

としてゼロにする」方針を宣言 

ルーマニアとフランス、ルーマニアのチェル

ナボータ 3、4 号機の改修等を目的とした、原

子力分野の戦略的パートナーシップに係る宣

言文書に署名

11.2 内閣府が「新型コロナウイルス感染拡大を踏

まえた感染症の流行下での原子力災害時にお

ける防護措置の実施ガイドライン」を公表 

米国のホルテック・インターナショナル社、

同社製使用済燃料の乾式貯蔵・移送技術「HI-

STORM UMAX」の導入に向け日立 GEニュークリ

ア・エナジー（株）と覚書を締結したと発表

11.4 英国カンブリア州のコープランド市が、地層

処分施設のサイト選定プロセスにおいてワー

キンググループを設置

11.5 エストニア政府、原子力発電の導入を検討す

るワーキンググループの設置を発表

11.8 英国のロールスロイス社、自社製小型モ

ジュール炉（UKSMR）の英国内外における運転

可能性の検討に向け、米国のエクセロン社と

の覚書締結を発表 

11.9 英国のロールスロイス社、UKSMR のチェコで

の建設可能性の検討に向け、チェコ電力との

覚書締結を発表 

11.11 

11.13 カナダのオンタリオ・パワー・ジェネレーショ

ン（OPG）社、ダーリントン原子力発電所サイ

トにおける SMRの建設計画を公表

11.16 カナダの天然資源省（NRCan）、放射性廃棄物

政策の近代化に様々なステークホルダーが関

与して取り組むプロセスを開始

11.17 北海道寿都町と神恵内村において文献調査を

開始 

11.18 宮城県知事が東北電力（株）女川原子力発電

所 2号機再稼働への同意を正式回答 

英国政府、コロナ禍からの復興に向けた、先

進原子力技術への投資を含むグリーンリカバ

リー計画を発表

11.23 米国 NRC、米国のエンタジー社のインディア

ンポイント 1～3 号機の廃止措置に向けたラ

イセンス譲渡を承認

 原子力規制委員会がリサイクル燃料貯蔵

（株）リサイクル燃料備蓄センター（むつ

中間貯蔵施設）の事業変更を許可

 九州電力（株）川内原子力発電所 1号機で、

全国初となる特定重大事故等対処施設が運

用を開始
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月日 国内 国際 

11.24 川崎重工業（株）、原子力事業を（株）アトッ

クスに譲渡する基本合意の覚書を締結

11.27 中国核工業集団公司（CNNC）、第 3世代炉・華

龍 1 号の世界初号機である福清 5 号機を送電

網へ並列 

11.30 スウェーデンのバッテンフォール社、エスト

ニアのフェルミ・エネルギア社との、エスト

ニアにおける SMR 導入への協力強化に向けた

基本合意書（LOI）の締結を発表

12.4 大阪地方裁判所が関西電力（株）大飯発電所

3 号機及び 4 号機の設置変更許可を取り消す

判決 

フランスのオラノ社と韓国 KHNP、韓国及び欧

州における原子力施設の廃止措置向上を目的

とした協力協定を締結

12.9 原子力規制委員会が日本原燃(株)の MOX 燃料

加工工場に係る事業変更を許可 

12.14 英国政府、大型炉の建設や SMR 及び AMR の開

発推進を明記したエネルギー白書を公表 

12.15 岡芳明原子力委員会委員長が退任 

12.16 上坂充原子力委員会委員長が着任、佐野利男

原子力委員が再任 

米国 DOE、先進炉実証プログラム（ARDP）の

「将来の実証のためのリスク低減プロジェクト」

における資金提供先 5社を公表 

12.18 カナダ NRCan、2020 年代後半の運転開始に向

けた SMR アクションプランを公表

12.21 チェコ政府、放射性廃棄物の地層処分場の候

補地 4か所を承認

12.25 政府が「2050 年カーボンニュートラルに伴う

グリーン成長戦略」を公表 

 原子力機構が「イノベーション創出戦略 改

定版」を公表

 原子力機構が英国原子力規制局（ONR）と高

温ガス炉の安全性に関する情報交換のため

の取決めを締結
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月日 国内 国際 

1.14 英国カンブリア州のアラデール市が、地層処

分施設のサイト選定プロセスにおいてワーキ

ンググループを設置

1.20 

1.23 米国 NRC、米国バイデン大統領が NRC 新委員

長にハンソン委員を指名したと発表 

1.30 中国が独自開発した第 3 世代炉・華龍 1 号の

世界初号機となる福清 5 号機の営業運転を

開始 

2.2 ポーランド政府、原子炉の新設計画を含む

2040 年までのエネルギー政策（PEP2040）を

承認 

2.24 原環機構が日本原子力学会のレビューを受

けて改訂した「包括的技術報告：わが国にお

ける安全な地層処分の実現－適切なサイト

の選定に向けたセーフティケースの構築－」

を公表 

2.25 

2.26 原子力機構の研究用原子炉「JRR-3」が運転

再開 

2.28 東京電力福島第一原子力発電所 3 号機、使用

済燃料プールからの燃料取り出し完了 

3.2 英国のロールスロイス社、エストニアのフェ

ルミ・エネルギア社と SMR 導入を検討する協

力覚書を締結

3.3 OECD/NEA、東電福島第一原発事故後の 10年に

関する包括的な報告書を公表 

3.4 原子力機構及び日本原子力発電（株）が、「原

子力災害時における相互協力に関する基本協

定」を締結 

韓国 MOTIE、原子力輸出諮問委員会の設置を

発表 

3.5 原子力規制委員会が東電福島第一原発事故の

調査・分析に係る中間取りまとめを公表 

3.8 エストニアのフェルミ・エネルギア社、米国

の GE 日立ニュークリア・エナジー社と SMR 導

入に係る協力協定を締結

 2021年

• 東京電力が英国原子力公社と、原子力発電

所等の廃止措置の分野におけるロボット活

用に向けた協力で合意

• 原子力規制委員会が原子力機構人形峠環境

技術センター加工の事業の廃止措置計画を

認可

• フランス原子力安全機関（ASN）、国内の 90

万 kW 級原子炉の 50 年間の運転継続は可能

との立場を表明

• 米国連邦議会上院、グランホルム元ミシガ

ン州知事の DOE 新長官への指名を承認

• ドイツ連邦政府と電気事業者 4 社、脱原子

力に係る金銭的補償で合意

• ロシアのロスアトム、2045 年までに国内で

原子炉 24基の新設が必要と発表
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月日 国内 国際 

3.9 「『第 2期復興・創生期間』以降における東日

本大震災からの復興の基本方針」が閣議決定 

• 国連科学委員会（UNSCEAR）が東電福島第一

原発事故後 10 年を受け報告書を公表、放射

線被ばくが直接の原因となる健康影響が将

来見られる可能性は低いと言及

• アラブ首長国連邦（UAE）の原子力規制庁

（FANR）、バラカ原子力発電所 2号機の運転

許可を NAWAH エナジー社に発給したと発表

3.11 国連欧州経済委員会（UNECE）、持続可能な発

展に向けた原子力導入に関する報告書を公表 

3.16 韓国 KHNP 等 4 社、エジプト・ダバ原子力発電

所新設プロジェクトに参画 

3.17 原子力規制委員会が原子力機構の軽水臨界実

験装置（TCA）施設及び材料試験炉（JMTR）施

設の廃止措置計画を認可 

3.18 • 広島高等裁判所が四国電力（株）伊方発電

所 3 号機の運転差止仮処分命令の取消を

決定

• 水戸地方裁判所が日本原子力発電（株）東

海第二発電所の運転差止請求を認める判決

• 原子力機構が OECD/NEA の国際的な照射試

験フレームワーク（FIDES）への参加を発表

• カナダ連邦政府がニューブランズウィック

州で実施される SMR の開発や実用化に向け

たプロジェクトに対して資金支援を実施す

ることを公表

• 韓国の使用済燃料管理政策再検討委員会、

使用済燃料管理に関する政府への勧告を

公表

3.19 フランス大統領及び東欧 6 か国の首相、欧州

委員会（EC）に書簡を送付し、欧州連合（EU）

の地球温暖化防止の取組における原子力の役

割を強調

3.22 

3.23 「もんじゅサイトに設置する新たな試験研究

炉の概念設計及び運営の在り方検討」第 1 回

コンソーシアム会議が開催され、検討が開始

3.26 • 原環機構が「NUMO 寿都交流センター」と

「NUMO 神恵内交流センター」、「札幌事務

所」を開設

• 「第 6 期科学技術・イノベーション基本計

画」が閣議決定

3.31 • 原子力機構が高速炉臨界実験装置（FCA）施

設の廃止措置計画の認可を原子力規制委員

会に申請

• 「原子力発電施設等立地地域の振興に関

する特別措置法の一部を改正する法律」が

公布

韓国 KHNP と UAEの原子力公社（ENEC）、UAEで

 営業運転を開始する韓国国産炉 APR1400 の研

究開発・技術交流に係る覚書を締結 
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6 世界の原子力発電の状況

（1） 世界の原子力発電の状況（2021 年 3 月時点）

（注 1）原子力発電比率は、総発電量に占める原子力による発電量の割合。 

（注 2）WNA の集計によるデータであり、5（1）「我が国の原子力発電所の現状（2021 年 3 月時点）」に示した日本原子力産業協会

のデータに基づく表の基数と整合しない部分があります。

（出典）世界原子力協会（WNA）「World Nuclear Power Reactors & Uranium Requirements」に基づき作成 

原子力による
年間発電量
（2019年）

原子力
発電比率

（2019年）

TWｈ ％ 出力 基数 出力 基数 出力 基数
1 米国 809.4 19.7 96,553 94 2,500 2 2,550 3
2 フランス 382.4 70.6 61,370 56 1,650 1 0 0
3 中国 330.1 4.9 47,498 49 18,453 17 41,885 38
4 ロシア 195.5 19.7 28,578 38 2,510 2 21,380 21
5 韓国 138.8 26.2 23,172 24 5,600 4 0 0
6 カナダ 94.9 14.9 13,554 19 0 0 0 0
7 ウクライナ 78.1 53.9 13,107 15 1,900 2 0 0
8 ドイツ 71.9 12.4 8,113 6 0 0 0 0
9 日本 65.7 7.5 31,679 33 2,756 2 1,385 1
10 スウェーデン 64.4 34.0 6,859 6 0 0 0 0
11 スペイン 55.9 21.4 7,121 7 0 0 0 0
12 英国 51.0 15.6 8,923 15 3,440 2 3,340 2
13 ベルギー 41.4 47.6 5,930 7 0 0 0 0
14 インド 40.7 3.2 6,885 23 4,600 6 10,500 14
15 台湾 31.1 13.4 3,844 4 0 0 0 0
16 チェコ 28.6 35.2 3,932 6 0 0 1,200 1
17 スイス 25.4 23.9 2,960 4 0 0 0 0
18 フィンランド 22.9 34.7 2,794 4 1,720 1 1,250 1
19 ブルガリア 15.9 37.5 2,006 2 0 0 1,000 1
20 ハンガリー 15.4 49.2 1,902 4 0 0 2,400 2
21 ブラジル 15.2 2.7 1,884 2 1,405 1 0 0
22 スロバキア 14.2 53.9 1,814 4 942 2 0 0
23 南アフリカ 13.6 6.7 1,860 2 0 0 0 0
24 メキシコ 10.9 4.5 1,552 2 0 0 0 0
25 ルーマニア 10.4 18.5 1,300 2 0 0 1,440 2
26 パキスタン 9.1 6.6 2,332 6 1,100 1 1,170 1
27 アルゼンチン 7.9 5.9 1,641 3 29 1 1,150 1
28 イラン 5.9 1.8 915 1 1,057 1 1,057 1
29 スロベニア 5.5 37.0 688 1 0 0 0 0
30 オランダ 3.7 3.2 482 1 0 0 0 0
31 アルメニア 2.0 27.8 375 1 0 0 0 0
32 UAE 0 0 1,345 1 4,200 3 0 0
33 ベラルーシ 0 0 1,110 1 1,194 1 0 0
34 トルコ 0 0 0 0 3,600 3 1,200 1
35 バングラデシュ 0 0 0 0 2,400 2 0 0
36 エジプト 0 0 0 0 0 0 4,800 4
37 ウズベキスタン 0 0 0 0 0 0 2,400 2

2,657 10.1 394,078 443 61,056 54 100,107 96

(MWe、グロス電気出力）

国地域
運転中 建設中 計画中

合計
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（2） 世界の原子力発電所の運転開始・着工・閉鎖の推移（2010 年以降）

年 
営営業業運運転転開開始始  建建設設開開始始  閉閉鎖鎖（（運運転転終終了了））  

基 国地域（原子炉） 基 国地域（原子炉） 基 国地域（原子炉） 

2010 年 5 中、中、印、印、露 16 

日、中、中、中、中、中、

中、中、中、中、中、印、

印、露、露、伯 

1 仏 

2011 年 4 中、韓、印、パキ 4 印、印、パキ、パキ 13 

日、日、日、日、独、独、

独、独、独、独、独、独、

英 

2012 年 4 中、韓、韓、露 7 
中、中、中、中、韓、露、

UAE 
3 英、英、加 

2013 年 3 中、中、イラン 10 
米、米、米、米、中、中、

中、韓、UAE、ベラルーシ 
6 日、日、米、米、米、米 

2014 年 6 中、中、中、中、中、印 3 
UAE、ベラルーシ、アルゼ

ンチン
1 米 

2015 年 8 
中、中、中、中、中、中、

韓、露 
8 

中、中、中、中、中、中、

UAE、パキ 
7 

日、日、日、日、日、独、

英 

2016 年 12 

米、中、中、中、中、中、

中、中、韓、露、パキ、

アルゼンチン

3 中、中、パキ 4 日、米、瑞典、露 

2017 年 5 中、中、印、パキ、露 4 韓、印、印、バングラ 5 日、独、瑞典、西、韓 

2018 年 9 
中、中、中、中、中、中、

中、露、露 
5 

英、韓、露、バングラ、

トルコ
7 

日、日、日、日、米、台、

露 

2019 年 5 中、中、中、韓、露 5 英、中、中、露、イラン 13 

日、日、日、日、日、米、

米、独、瑞典、瑞西、韓、

台、露 

2020 年 3 中、露、露 5 中、中、中、中、トルコ 6 
米、米、仏、仏、瑞典、

露 

 （注 1 ）2013 年に建設が開始された米国の 4 基のうち 2基は、その後建設が中止された。 

（注 2 ）中：中国、印：インド、露：ロシア、日：日本、伯：ブラジル、仏：フランス、韓：韓国、パキ：パキスタン、独：ドイツ、英：英国、

加：カナダ、米：米国、瑞典：スウェーデン、バングラ：バングラデシュ、西：スペイン、台：台湾、瑞西：スイス

（出典）日本原子力産業協会「世界の最近の原子力発電所の運転・建設・廃止動向」、IAEA-PRIS（Power Reactor Information

System）に基づき作成 
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（3） 世界の原子力発電所の設備利用率の推移
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（4） 世界の一次エネルギー需要の見通し
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（5） 世界の原子炉輸出実績

輸出元の国名 炉型 輸出先の国・地域名（最初の原子炉の運転開始年）

米国 

沸騰水型軽水炉 

（BWR） 

イタリア（1964）、オランダ（1969）、インド（1969）、

日本（1970）、スペイン（1971）、スイス（1972）、

台湾（1978）、メキシコ（1990）

加圧水型軽水炉 

（PWR） 

ベルギー（1962）、イタリア（1965）、ドイツ（1969）、 

スイス（1969）、日本（1970）、スウェーデン（1975）、

韓国（1978）、スロベニア（1983）、台湾（1984）、

ブラジル（1985）、英国（1995）、中国（2018）

英国 
黒鉛減速ガス冷却炉 

（GCR） 
イタリア（1964）、日本（1966）

フランス

GCR スペイン（1972）

PWR 
ベルギー（1975）、南アフリカ（1984）、韓国（1988）、 

中国（1994） 

カナダ
カナダ型重水炉

（CANDU 炉）

パキスタン（1972）、インド（1973）、韓国（1983）、 

アルゼンチン（1984）、ルーマニア（1996）、中国（2002）

ドイツ 
PWR 

オランダ（1973）、スイス（1979）、スペイン（1988）、

ブラジル（2001）

圧力容器型重水炉 アルゼンチン（1974）

スウェーデン BWR フィンランド（1979）

ロシア

（旧ソ連） 

黒鉛減速軽水冷却 

沸騰水型原子炉 

（RBMK） 

ウクライナ（1978）、リトアニア（1985）

ロシア型加圧水型

原子炉 

（VVER） 

ブルガリア（1974）、フィンランド（1977）、 

アルメニア（1977）、スロバキア（1980）、

ウクライナ（1981）、ハンガリー（1983）、中国（2007）、

イラン（2013）、インド（2014）、ベラルーシ（2020）

中国 PWR パキスタン（2000） 

韓国 PWR アラブ首長国連邦（2020）

（出典）IAEA「Country Nuclear Power Profiles 2020」、「Power Reactor Information System （PRIS）」に基づき作成
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7 世界の原子力に係る基本政策

（1） 北米

① 米国

米国は、2021 年 3 月時点で 94 基の原子炉が稼働する、世界第 1位の原子力発電利用国で

す。米国では、シェールガス革命により 2009 年頃から天然ガス価格が低水準で推移してお

り、原子力発電の経済性が相対的に低下しています。こうした状況は電気事業者の原子力発

電の継続や新増設に関する意思決定にも影響を及ぼしています。 

米国では 2021 年 1月に、バイデン民主党政権が発足しました。バイデン新大統領は先進的

原子力技術をクリーンエネルギーのコスト削減の手段の一つと位置付けています。連邦議会

では、おおむね共和・民主両党ともに、原子力発電を支持する姿勢であり、今後も先進炉の開

発等に対する連邦政府・議会の支持姿勢は変わらないものと見られています。米国の政府予

算は、毎年歳出法を制定することで連邦議会により決定されます。2017 年のトランプ前政権

の成立後は、原子力分野の研究開発予算について、議会は一貫して政権の予算要求を上回る

額を連邦エネルギー省（DOE）に割り当てていました。また、2018 年 9月には、先進的な原子

力技術開発等を促進する「原子力イノベーション能力法」が成立しました。このほか DOE は、

「原子力分野のイノベーション加速プログラム（GAIN）」や「革新的原子炉実証プログラム

（ARDP）」等を通じた先進炉や小型モジュール炉（SMR）の開発支援や、ボーグル3、4号機建

設のために政府の債務保証プログラムを追加適用する手続の推進等の施策を行っています。 

米国において、原子力安全規制は原子力規制委員会（NRC）が担っています。NRC は、我が

国の新検査制度である原子力規制検査の制度設計においても参考とされた、稼働実績とリ

スク情報に基づく原子炉監視プロセス（ROP）等を導入することで、合理的な規制の実施に

努めています。2019 年 1 月には、NRC に対し予算・手数料の適正化や先進炉のための許認可

プロセス確立を指示する「原子力イノベーション・近代化法」が成立しており、規制の側か

らも既存炉・先進炉の開発を支援する取組が進むことが期待されます。また、同年 12 月に

NRC は、ターキーポイント原子力発電所 3、4号機に対して 2度目となる 20 年間の運転認可

更新を承認しました。米国で 80 年間運転が承認されたのはこれが初です。2020 年 3 月に

は、ピーチボトム 2、3号機も 2度目の運転認可更新が承認されました。なお、産業界の自

主規制機関である原子力発電運転協会（INPO）や、原子力産業界を代表する組織である原子

力エネルギー協会（NEI）も、原子力の安全性向上のための自主的な取組を進めています。 

米国では、民生・軍事起源の使用済燃料や高レベル放射性廃棄物を同一の処分場で地層処

分する方針に基づき、ネバダ州ユッカマウンテンでの処分場建設が計画され、ブッシュ政権

期の 2008 年 6 月に DOE が NRC に建設認可申請を提出しました。しかし、オバマ政権が同プ

ロジェクトを中止する方針を示して以降、膠着状態が続いています。

 なお、1977 年のカーター民主党政権が使用済燃料の再処理を禁止したことを受けて、米

国では再処理は行われておらず、最終処分場も未整備の状況であるため、使用済燃料は事業

者が発電所等で貯蔵しています。 
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② カナダ

カナダは世界有数のウラン生産国の一つであり、世界全体の生産量の約 22％を占めてい

ます。カナダでは、2021  年 3  月時点で 19基の原子炉がオンタリオ州（18基）とニューブラ

ンズウィック州（ 1  基）で稼働中であり、2019  年の原子力発電比率は約 15％です。原子炉

は全てカナダ型重水炉（CANDU炉）であり、国内で生産される天然ウランを濃縮せずに燃料

として使用しています。 

各地方政府と電気事業者は、今後の電力需要への対応と気候変動対策の両立手段として

原子力利用を重視していますが、近年は、電力需要の伸びの鈍化等も踏まえ、経済性の観点

から、原子炉の新増設よりも既存原子炉の改修・寿命延長計画を優先的に進めています。そ

の一方で、SMRの研究開発には力を入れており、2018  年 11月には州政府や電気事業者等で

構成される委員会により、SMRロードマップが策定されました。ロードマップでは、SMRの

実証と実用化、政策と法制度、公衆の関与や信頼、 国際的なパートナーシップと市場の 4分

野で、連邦・州政府や事業者等に対して、資金やリスクシェアの体制、効率的な許認可制度

 の構築等を促す勧告が提示されました。ロードマップの勧告を実現に移すために、2020 年

 12  月には連邦政府が  SMR 行動計画を公表しました。同計画では、連邦・州政府に加え産学

官、自治体、 先住民や市民組織等が実施すべき 450項目が示されています。こうした中、カ

ナ ダ原子力研究所（CNL）が同研究所の管理サイトにおいて SMRの実証施設建設・運転プロ

ジェクトを進めているほか、安全規制機関であるカナダ原子力安全委員会（CNSC）が、小型

炉や先進炉を対象とした許認可前ベンダー設計審査を進めています。 

カナダは使用済燃料の再処理を行わない方針を採っており、使用済燃料は原子力発電所

サ イト内の施設で保管されています。2002 年に核燃料廃棄物法が制定され、処分の実施主

 体として核燃料廃棄物管理機関（NWMO）が設立されました。NWMO が国民対話等の結果を踏

まえて政府に提案し、採用された使用済燃料の長期管理アプローチに基づき、処分サイト選

 定プロセスが進められており、2021  年 3  月時点では 2 か所の自治体を対象として現地調査

が実施されています。 

（2 ） 欧州

欧州連合（EU）では、 欧州委員会が 2019  年 12月に、2050  年までに EUにおける温室効果

ガス排出量を実質ゼロ（気候中立）にすることを目指す政策パッケージ「欧州グリーン

 ディール」を発表しました。2020  年 5 月に発表された新型コロナウイルス感染症の流行か

 らの復興計画「欧州復興計画」もこのグリーンディールを基軸としています。2021  年 3 月

時点で、このグリーンディールや欧州復興計画の実施に必要な法令や制度整備の取組が進

められており、2030年までの温室効果ガス排出削減目標についても、 従来の 1990  年比 40％

 から 55％に引き上げる調整が進められています。 

温室効果ガスの排出削減方法やエネルギーミックスの選択は各加盟国の判断に委ねられ

 ており、原子力発電の位置付けや利用方策について、EU として統一的な方針は示されてい
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ません。しかし、2019 年 11 月には、EU 議会が第 25 回国連気候変動枠組条約締約国会議

（UNFCCC COP25）開催に先立ち採択した決議文において、気候目標達成と域内電力供給にお

ける原子力発電の役割を評価する文言を盛り込むなどの動きが見られました。 

また、欧州委員会は、低炭素エネルギー技術開発及び域内の原子力安全向上の側面から、

原子力分野における技術開発を推進する方針を示しています。EU における研究開発支援制

度である「ホライズン 2020」の枠組みにおいて、EU 加盟国の研究機関や事業者等を中心に

立ち上げられた研究開発プロジェクトに対し、資金援助が行われてきました。2021 年内に

は、後継となる「ホライズン・ヨーロッパ」の枠組みでの取組が開始される予定です。 

① 英国

英国では、2021 年 3 月時点で 15 基の原子炉が稼働中であり、2019 年の原子力発電比率

は約 16％です。1990 年代以降は原子炉の新設が途絶えていましたが、北海ガス田の枯渇や

気候変動が問題となる中、英国政府は 2008 年以降一貫して原子炉新設を推進していく政策

方針を掲げています。2020 年 11 月には「10 Point Plan」を公表し、「英国は原子力技術の

リーダーであり続ける」ことを宣言しました。

2021  年 3月時点では、フランス電力（EDF）、中国広核集団（CGN）の出資により、ヒンク

リ ーポイント  C（欧州加圧水型原子炉（EPR）2 基）、サイ ズウェル  C（EPR2 基）、ブラッド

ウ ェル B （華龍 1  号 2基） の 3サイトにおいて新設計画が進められています。このうちヒン

ク リーポイント C  サイトにおける建設プロジェクトについては、2016  年 9  月に政府、EDF、

CGN  の 3者が差額決済契約（CfD）と投資合意書に署名しており、2018  年 11月に原子力規制

局（ONR）からのコンクリート打設の許可が発給され、建設作業が開始されています。CfD 制

度により、発電電力量当たりの基準価格を設定し、市場における電力価格が基準価格を下

回った場合には差額の補填を受けることができるため、長期的に安定した売電収入を見込

めることになります。 

EPR のような大型炉以外にも、 英国政府は SMR の建設も検討しており、そのための技術開

発支援や規制対応支援を実施しています。例えば、英ロールスロイス社は軽水炉をベースと

 する SMR の開発を進めており、 英国政府から 2019  年に 1,800万ポンドの資金援助を受けて

います。また、英国政府は、 より先進的な技術を活用した SMR 開発も支援しており、2018年

6  月にフィージビリティスタディ実施支援対象として選定した 8社の中から、実用化に向け

 た支援を行う対象として 2020  年 7  月に 3社が選定されました。2020  年 11  月には、2030 年

 代初頭までに SMR の開発と革新モジュール炉（AMR）実証炉の建設を目指し、3.85億ポンド

の革新原子力ファンドを創設しました。さらに、SMR の規制審査を行うため、英国政府から

ONR への資金提供も実施する方針です。 

このような政府による支援が行われる一方で、原子炉新設は民間企業によって実施され

るものであるため、巨額の初期投資コストを賄うための資金調達が大きな課題となります。

ウ ィルファサイトでの新設を計画していた日立製作所が 2020  年 9月にプロジェクトから撤
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退したことも、英国政府による資金調達支援の協議の難航が要因の一つでした。2021 年 3

月時点で、英国政府は新たな資金調達支援策として、規制機関が認めた収入を事業者が確保

できることで投資回収を保証する規制資産モデル（RAB）の導入を検討しています。 

英国では、1950 年代から 2018 年 11 月まで、セラフィールド再処理施設で国内外の使用

済燃料の再処理を行っていました。政府は 2006 年 10 月、国内で発生する使用済燃料の再

処理で生じるガラス固化体について、再処理施設内で貯蔵した後で地層処分する方針を決

定しました。2014 年 7 月に公表した白書「地層処分-高レベル放射性廃棄物の長期管理に向

けた枠組み」に基づきサイト選定プロセスの検討を進めてきましたが、2018 年 12 月に新た

な白書「地層処分の実施－地域との協働：放射性廃棄物の長期管理」を公表し、地域との協

働に基づくサイト選定プロセスが新たに開始されました。 

なお、英国は 2016 年 6 月の国民投票の結果を受け、2020 年 1 月末に EU 及びユーラトム

から離脱し、約 1年間の移行期間を経て 2020 年末に完全離脱しました。英国政府は、ユー

ラトム離脱に伴い、IAEA と 2018 年 6 月に保障措置協定及び追加議定書に署名するととも

に、米国との間で同年 5 月に、オーストラリアとの間で同年 8 月に、カナダとの間で同年

11 月に、それぞれ原子力平和利用に関する二国間協定に署名しました。また、2020 年 12 月

には、我が国との間で既存の二国間協定を改正する議定書に、ユーラトムとの間でも原子力

協力協定に、それぞれ署名しました。

② フランス

フランスでは、2021 年 3 月時点で 56 基の原子炉が稼働中です。我が国と同様にエネル

 ギー資源の乏しいフランスは、総発電電力量の約 7 割を原子力発電で賄う原子力立国であ

 り、その規模は米国に次ぐ世界第 2  位となっています。また、10 年ぶりの新規原子炉とな

 るフラマンビル 3号機（EPR、165  万 kW）の建設が、2007  年 12月以降進められています。 

 2012 年に発足したオランド前政権は、総発電電力に占める原子力の 割合を  2025 年までに

50％に縮減する目標を掲げ、2015年 8月には、この政策目標が規定された「グリーン成長の

ためのエネルギー転換に関する法律」（エネルギー転換法）が制定されました。2017年に発足

したマクロン政権もこの方針を踏襲しましたが、 2025 年までの原子力比率の削減目標を実現

すると温室効果ガスの排出量を増加させる可能性があるとして、目標達成時期を 2035年に先

送りしました。また、202 0  年 4 月に政府が公表した改定版多年度エネルギー計画（PPE）で

は、2035年の減原子力目標達成のため、合計 14基（このうち 2基はフェッセンハイム原子力

発電所の 2基で、2020 年 6月末までに閉鎖済）の 90 万 kW級原子炉を閉鎖する方針が示され

る一方で、203 5 年以降の低炭素電源の確保のため、原子力発電比率の維持を念頭 に、6 基の

EPR の新設を想定して原子炉新設の検討を 2021 年頃まで行う方針も示されています。 

このように原子力縮減の方向性は示されていますが、一方で、マクロン政権も、フランス

の原子力事業者の海外進出等を支援する方針です。政府は、円滑な原子力事業者の協力体制

 を構築するために、株式の大半を保有する  EDF 及びアレバ社を中心とする原子力産業界を
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高レベル廃棄物処分に関しては、2006 年に制定された放射性廃棄物等管理計画法に基づ

き、「可逆性のある地層処分」を基本方針として、放射性廃棄物管理機関（ANDRA）がフラン

ス東部ビュール近傍で地層処分場の設置に向けた準備を進めています。同処分場の操業開

始は 2030 年頃と見込まれています。なお、地層処分場の操業は、地層処分場の可逆性と安

全性を立証することを目的としたパイロット操業フェーズから開始される予定です。その

後、地層処分の可逆性の実現条件を定める法律が制定され、原子力安全機関（ASN）により

地層処分場の全面的な操業許可に係る審査が行われます。 

③ ドイツ

ドイツでは、2021 年 3 月時点で 6 基の原子炉が稼働中です。東電福島第一原発事故後に

行われた 2011 年の原子力法改正により、各原子炉の閉鎖年限が定められており、2022 年ま

でに全ての原子力発電所を閉鎖して原子力発電から撤退することとされています。次の閉

鎖は、2021 年末に閉鎖年限を迎えるグローンデ、グンドレミンゲン C、ブロックドルフとな

る予定です。なお、2020 年には、2038 年までに石炭火力発電から撤退する脱石炭政策も開

始されています。 

ドイツでは、1970 年代からゴアレーベンを候補地として高レベル放射性廃棄物処分場計

画が進められてきましたが、東電福島第一原発事故後の原子力政策見直しの一環で白紙化

されました。その後、公衆参加型の新たなサイト選定プロセスを経て、複数の候補地から段

階的に絞り込みを行う方針が決定しました。この方針決定を受け、「発熱性放射性廃棄物の

処分場サイト選定法」が制定され、2017 年に新たなプロセスによるサイト選定が開始され

ました。同法では、2031 年末までに処分場サイトを確定することが定められています。 

④ スウェーデン

スウェーデンでは、2021 年 3 月時点で 6基の原子炉が稼働中であり、2019 年の原子力発

 電比率は約 34％です。同国では、国民投票の結果や政権交代により、原子力政策が何度も

転換されてきました。 

 1980 年の国民投票の結果を受け 、2010 年までに既存の原子 炉 1 2 基（当時）を全廃すると

の国会決議がなされましたが、代替電源確保のめどが立たない中、200 6年に政府は脱原子力

政策を凍結しました。その後、2014年 10月に発足した社会民主党と緑の党の連立政権は脱原

子力政策を推進することで合意しましたが、2016年 6月には、同連立政権と一部野党が、既

再編し、アレバ社は燃料サイクル事業を担うオラノ社、原子炉製造事業を担うフラマトム社

 等に分割されました。フラマトム社の株式の 75.5％ を E DF が、19.5％を三菱重工業株式会

社が、 5％をフランスのエンジニアリング会社 Assystemが保有しています。また、オラノ社

 には、日本原燃及び三菱重工業株式会社がそれぞれ 5％ずつ出資しています。フラマトム社

が開発した EPR については、既に中国で 2 基の運転が開始されているほか、フランス及び

フィンランドでは 1基ずつ、英国では 2基の建設が進められています。
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存サイトにおいて 10基を上限としてリプレースを認める方針で合意しました。しかし、2021

年3月時点でリプレースは実現しておらず、一部のプラントでは早期閉鎖が行われています。

スウェーデンでは、使用済燃料の再処理は行わず、地層処分する方針です。使用済燃料は、

各発電所で冷却された後、オスカーシャム自治体にある集中中間貯蔵施設（CLAB）で貯蔵さ

れています。地層処分場については、2009 年 6 月に立地サイトとしてエストハンマル自治

体のフォルスマルクが選定され、使用済燃料処分の実施主体であるスウェーデン核燃料・廃

棄物管理会社（SKB 社）が 2011 年 3 月に立地・建設の許可申請を行いました。原子力施設

を建設するためには、環境法典に基づく許可と、原子力活動法に基づく許可の二つの許可が

必要となり、前者は土地・環境裁判所、後者は放射線安全機関（SSM）による審査が進めら

れています。環境法典に基づく許可の審査に関して、SSM は政府に対して提出した意見書に

おいて、許可を発給するよう勧告しています。しかし、土地・環境裁判所は、政府が環境法

典に基づく処分場の許可を発給するためには、SKB 社による処分場の安全性立証に関する追

加資料の提出が必要であるとの結論を示しました。これを受け、SKB 社は 2019 年 4 月に追

加資料を提出しており、2021 年 3 月時点では政府の判断が待たれています。 

⑤ フィンランド

フィンランドでは、2021 年 3 月時点で 4基の原子炉が稼働中であり、2019 年の原子力発

電比率は約 35％です。政府は、気候変動対策やロシアへのエネルギー依存度の低減を目的

として、エネルギー利用の効率化や再生可能エネルギー開発の推進と合わせて、原子力発電

も活用する方針です。 

この方針に沿って、ティオリスーデン・ボイマ社（TVO 社）は国内 5基目の原子炉となる

オルキルオト 3号機（EPR、172 万 kW）の建設を 2005 年 5 月から進めていますが、工事の遅

延により、運転開始は当初予定の 2009 年から大幅に遅れて 2022 年となる予定です。また、

国内 6 基目の原子炉として、フェンノボイマ社がハンヒキビ原子力発電所 1 号機の建設を

計画しており、2015 年 9 月から建設許可申請の審査が行われています。 

フィンランドは、高レベル放射性廃棄物の地層処分場のサイトが世界で初めて最終決定

された国です。地元自治体の承認を経て、政府は 2000 年末に、地層処分場をオルキルオト

に建設する原則方針を決定しました。2003 年には、同地において地下特性調査施設（ONKALO）

の建設が許可され、建設作業と調査研究が実施されています。その後、地層処分事業の実施

主体であるポシバ社が 2012 年 12 月に処分場の建設許可申請を行い、政府は 2015 年 11 月

に建設許可を発給しました。地層処分場は 2020 年代に操業開始する予定です。 

⑥ スイス

スイスでは、2021 年 3 月時点で 4基の原子炉が稼働中であり、2019 年の原子力発電比率

は約 24％です。同国では、2011 年 3 月の東電福島第一原発事故を受けた改正原子力法が

2018 年に発効し、段階的に脱原子力を進めることになりました。 
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改正原子力法では、新規炉の建設と既存炉のリプレースを禁止していますが、既存炉の運

転期間には制限を設けていません。また、従来英国及びフランスに委託して実施していた使

用済燃料再処理も禁止となったため、今後は使用済燃料の全量が直接処分されます。なお、

既存炉の運転期間に法的な制限はありませんが、ミューレベルク原子力発電所については、

運転者が経済性の観点から閉鎖する方針を決定し、2019 年 12 月に閉鎖されました。 

放射性廃棄物処分場に関しては、3段階のプロセスで候補地の絞り込みが進められていま

す。2018 年 11 月に「チューリッヒ北東部」、「ジュラ東部」及び「北部レゲレン」の 3エリ

アに候補が絞り込まれ、プロセスの第 2 段階が完了しました。2021 年 3 月時点で、最終段

階となる第 3 段階の手続が進められており、2030 年頃には最終的な立地についての政府決

定が行われる見込みです。 

⑦ イタリア

イタリアでは、1986 年のチェルノブイリ原子力発電所事故により原子力への反対運動が

 激化した後、1987 年に行われた国民投票の結果を受け、政府が既設原子力発電所の閉鎖と

 新規建設の凍結を決定しました。その結果、2021  年 3 月時点で、主要先進国（G7）の中で

唯一、イタリアでは原子力発電所の運転が行われていません。 

 電力供給の約 10％以上を輸入に頼るという国内事情から、産業界等から原子力発電の再

 開を期待する声が上がったため、2008  年 4 月に発足したベルルスコーニ政権（当時）は、

 原子力発電再開の方針を掲げて必要な法整備を進めました。しかし、2011  年 3 月の東電福

島第一原発事故を受けて、国内世論が原子力に否定的な方向に傾く中で、原子力発電の再開

に向けて制定された法令に関する国民投票が実施された結果、原子力発電の再開に否定的

 な票が全体の約 95％を占め、政府は原子力再開計画を断念しました。 

 ⑧ 中東欧及びコーカサス諸国

中東欧及びコーカサス諸国では、2021  年 3月時点で、ブルガリア（2基）、チェコ（6基）、

スロバキア（4基）、ハンガリー（4基）、ルーマニア（2基）、スロベニア（1基）、アルメニ

ア （1  基）の 7  か国で計  20  基の原子炉が運転中、スロバキアで 2 基が建設中です。また、

ポーランドでも原子力発電の新規導入が計画されています。なお、同地域で運転中の原子炉

は、 ルーマニアの 2基（CANDU炉） とスロベニアの 1基（米国製加圧水型軽水炉（PWR））を

除き、全て旧ソ連型の炉です。 

 このうち EU加盟国では、EU加盟に際し、旧ソ連型炉の安全性を懸念する西側諸国の要請

を受けて複数の原子炉が閉鎖されましたが、電力需要の増加と低炭素化、天然ガス供給国で

 あるロシアへの依存度低減等の観点から、2021  年 3 月時点で、複数の国で原子炉の新増設

や社会主義体制崩壊後に建設が中断された原子炉の建設再開等が計画されています。ただ

し、現在の国際的な経済情勢の下、EUの国家補助（State Aid）規則や公正競争に係る規則へ

の抵触を避けつつ、いかに原子力事業に係る資金調達を行うかが大きな課題となっています。 
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ポーランドでは、2021 年 2 月に、2040 年までの長期エネルギー政策（PEP2040）が閣議決

定されました。PEP2040 には原子力新規導入のロードマップも含まれており、2033 年に初号

機を運転開始後、10 年間で発電用の中大型炉を合計 6基まで拡大していく方針です。また、

発電用原子炉の次の段階として、産業での熱利用を想定した小型炉の導入も検討しており、

我が国との協力も進められています。我が国の原子力機構とポーランド国立原子力研究セ

ンターは、2017 年に高温ガス炉技術に関する協力のための覚書を締結し、2019 年にはより

具体的な実施取決めを締結しています。 

（3） 旧ソ連諸国

① ロシア

ロシアでは、2021 年 3 月時点で 38 基の原子炉が稼働中で、2019 年の原子力発電比率は

約 20％です。また、2 基が建設中です。2020 年 5 月には、初の浮揚式原子力発電所である

アカデミック・ロモノソフ 2基が商業運転を開始しました。また、高速炉についても、ベロ

原子力行政に関しては、2007 年に設置された国営企業ロスアトムが民生・軍事両方の原

子力利用を担当し、連邦環境・技術・原子力監督局が民生利用に係る安全規制・検査を実施

しています。 

ロシアは、2030 年までに発電電力量に占める原子力の割合を 25％に高め、従来発電に用

いていた国内の化石燃料資源を輸出に回す方針です。また、原子力事業の海外展開を積極的

に進めており、ロスアトムは旧ソ連圏以外のイラン、中国、インドにおいてロシア型原子炉

（VVER）を運転開始させているほか、トルコやフィンランド等にも進出しています。原子炉

や関連サービスの供給と併せて、建設コストの融資や投資建設（Build）・所有（Own）・運転

（Operate）を担う BOO 方式での契約も行っており、初期投資費用の確保が大きな課題となっ

ている輸出先国に対するロシアの強みとなっています。 

また、ロシアは、政治的理由により核燃料の供給が停止した場合の供給保証を目的として、

2007 年 5 月にシベリア南東部のアンガルスクに国際ウラン濃縮センター（IUEC）を設立し

ました。同センターでは、2010 年以降、IAEA の監視の下で約 120ｔの低濃縮ウランを備蓄

しています。 

② ウクライナ

ウクライナでは、2021 年 3 月時点で 15 基の原子炉が稼働中であり、総発電電力量の 50％

以上を供給しています。従来、核燃料供給や石油・天然ガス等、エネルギー源の大部分をロ

シアに依存してきましたが、クリミア問題等に起因する両国の関係悪化もあり、原子力分野

も含めてロシアへの依存脱却に向けた取組を進めています。 

ウクライナ政府は、2017  年 8月に策定された新エネルギー戦略において、2035年まで総

 発電量が増加する中で、原子力発電比率を約 50％に維持する目標を設定しています。1990

ヤ ルスクでナトリウム冷却型高速炉の原型炉 1基、実証炉 1基の合計 2基が運転中です。
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年に建設途上で中断したフメルニツキ 3、4 号機については、両機を VVER として完成させ

る計画で 2010 年にロシアと協力協定を締結しましたが、議会は 2015 年に、ロシアに発注

する計画を撤回し同協定を取り消すことを決議しました。その後、2016 年に韓国水力・原

子力会社（KHNP）と協力協定を締結し、ロシアからの事業引継に関する検討を行うなど、ロ

シア以外の国との関係を強化しています。このほか、既存原子炉への燃料供給元の多様化や

寿命延長のための安全対策等にも、欧米の企業や国際機関の協力を得て取り組んでいます。 

なお、チェルノブイリ原子力発電所では、1986 年に事故が発生した 4 号機を密閉するた

め、国際機関協力の下で老朽化したコンクリート製「石棺」を覆うシェルターが建設され、

2019 年 7 月にウクライナ政府に引き渡されました。 

③ カザフスタン

カザフスタンは、世界一のウラン生産国です。ウルバ冶金工場（UMP）において、国営原

子力会社カズアトムプロムがウラン精錬、転換及びペレット製造等を行っています。同社は、

2030 年までに世界の核燃料供給の 3 割を占めることを目標に、事業の多国籍化・多角化を

図っており、UMP 内のプラントにラインを増設して様々な炉型向けの燃料を製造する計画で

す。また、カズアトムプロムは、低濃縮ウランの国際備蓄にも大きく関与しています。IAEA

との協定に基づき UMP で建設が進められていたウラン燃料バンクは、2017 年に完工し、2019

年 12 月までに 90ｔの低濃縮ウラン納入が完了し、備蓄が開始されました。さらに、カズア

トムプロムは、ロシアの IUEC に 10％出資しています。

カザフスタンでは、中小型炉を中心とした原子力発電の本格導入も検討されています。

 2030  年までに原子力発電設備容量を  150  万  kW  とする発電開発計画が  2012  年に策定され、

2014年にはロスアトムとカズアトムプロムの間で設備容量合計30～120万 kWの原子炉建設

に係る協力覚書に署名しました。ただし、導入計画は進んでおらず、原子力発電所の建設に

ついてカザフスタン政府の決定は行われていません。 

我が国との間では、2010年に原子力協定が締結されています。2015年には、日本原子力

発電株式会社及び丸紅ユティリティ・サービス株式会社がカズアトムプロムと、原子力発電

導入に向けた協力に関する協力協定を締結しました。また、原子力機構も、ウラン開発や高

温ガス炉の研究開発で継続的に協力しています。 

（4 ） アジア

 ① 韓国

 韓国では、2021  年 3  月時点で  24  基の原子力発電所が運転中で、2019 年の原子力発電比

 率は約 26％です。また、4基の原子炉が建設中です。 

韓国政府は、エネルギーの安定供給や気候変動対策に取り組むため、二酸化炭素の排出

が少ない電源として原子力発電を維持する方針を示し、原子力技術の国産化と次世代炉の

開発等、積極的な原子力政策を進めてきました。しかし、 2017  年 5 月に発足した文在寅
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（ムン・ジェイン）政権は、新増設を認めず、設計寿命を終えた原子炉から閉鎖する漸進的

な脱原子力を進める方針を掲げています。政府は、討論型世論調査の結果を踏まえ、同年 10

月に、建設中の新古里 5、6 号機については建設継続を認めましたが、計画段階にあった 6

基の新設は白紙撤回し、設計寿命満了後の原子炉の運転延長を禁止する脱原子力ロード

マップを決定しました。

国内で脱原子力政策を進める一方で、文政権は、輸出については、国益にかなう場合は推

進する方針を打ち出しています。韓国電力公社（KEPCO）は、アラブ首長国連邦（UAE）のバ

ラカ原子力発電所において、2012 年から 4基の韓国次世代軽水炉 APR-1400 の建設を進めて

きました。1 号機は 2018 年に竣工し、2020 年 2 月には 60 年の運転認可が発給され、2021

年内予定の営業運転開始に向けた準備が進められています。また、2 号機も 2020 年 7 月に

竣工し、2021 年 3 月に運転認可を取得しました。 

韓国政府はそのほかにも、サウジアラビア、チェコ等の原子炉の新設を計画する国に対し

てアプローチしています。サウジアラビアとは、2015 年に、10 万 kW 級の中小型原子炉（SMART）

の共同開発の覚書を締結しています。ヨルダンには、熱出力 0.5 万 kW の研究用原子炉を建

設し、2016 年に初臨界を達成しました。

② 中国

中国では、2021 年 3 月時点で 49 基の原子炉が稼働中で、設備容量は合計 4,700 万 kW を

超えています。また、17 基の原子炉が建設中です。原子力発電の拡大が進められており、

米ウェスチングハウス（WH）社製の AP1000 やフランスのフラマトム社が開発した EPR、中

国国産の第 3 世代炉である華龍 1 号の初号機（福清 5 号機）が既に営業運転を開始してい

ます。2019 年 10 月には、福建省の漳州原子力発電所 1号機の建設が開始されました。中国

で、政府により原子炉の建設開始が承認されたのは、約 4年ぶりです。また、東電福島第一

原発事故を契機に、安全性の向上に向けた取組も強化されています。 

中国では、米国及びフランスの技術をベースに、中国核工業集団公司（CNNC）と中国広核

集団（CGN）がそれぞれ軽水炉の国産化を進めてきましたが、これを統合して国産の華龍 1

号を開発し、2015 年 12 月には両社出資による華龍国際核電技術有限公司（華龍公司）が発

足しました。華龍 1号は国内外での展開を想定しており、中国国内では福清 5号機に続き、

更に 8 基が建設中です。国外でも、華龍 1 号を採用したパキスタンのカラチ原子力発電所

2、3号機の建設が進められています。 

中国は近年、原子炉の国外輸出を積極的に進めています。前述のパキスタンに加え、英国

でも、2015 年の両国首脳合意に基づき、原子力発電所新規建設への中国企業の出資が予定

されており（ヒンクリーポイント C、サイズウェル C）、更には華龍 1号の建設も検討されて

います（ブラッドウェル B）。そのほか、中国の原子力事業者は、東欧、中東、アジア、南米

等においても、高温ガス炉や、AP1000 の技術に基づき中国が自主開発している CAP1400 等

を含む各種原子炉の建設協力に向け、協力覚書の締結等を進めています。 
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  なお、中国はクローズドサイクルの実現に向けた高速炉開発も進めており、2010  年には

 中国実験高速炉 C EFR  が初臨界を達成し、2011   年に送電を開始しました。また、2017 年に

は、高速実証炉初号機の建設が開始されています。 

  ③ 台湾地域

 台湾地域では、2021   年  3   月時点で 2   か所の原子力発電所で合計 4  基の原子炉が運転中で

  あり、総発電電力量の 10％以上を供給しています。台湾では、住民投票の結果や政権交代

により、原子力政策が何度も転換されてきました。 

  2000 年に発足した民進党政権は、段階的脱原子力政策を掲げていました。その後、2008

年の政権交代で発足した国民党政権は、再生可能エネルギー社会に至るまでの過渡的な電

源として原子力発電を維持する方針を示し、龍門で建設中であった第四原子力発電所（改良

型沸騰水型軽水炉（ABWR） 2 基、 各  135   万 kW）の建設を継続するとともに、既存炉のリプ

レ  ースや増設も検討する意向を示しました。しかし、2011 年の東電福島第一原発事故を受

け、同年 6 月、中長期的な脱原子力発電へと再度政策を転換し、既存炉の寿命延長やリプ

レースを行わないことが決定されました。ただし、例外として、第四原子力発電所につい

ては安全性を確認した上で建設を継続する方針が示されていました。 

 2013   年 2 月には、台湾当局と議会が第四原子力発電所建設中止の是非を住民投票で決定

することで合意したため、住民投票実施まで建設に関する活動を凍結することになりまし

た。しかし、その後も住民投票は実施されないまま、蔡政権（民進党） 下の 2017   年 1   月に、

  2025 年までに原子力発電を全廃するとの内容を含む改正電気事業法が成立しました。とこ

ろが、2018   年 11 月に実施された住民投票により、この脱原子力条文は失効しました。 

  住民投票の結果を受け、2025 年以降の原子力発電所の運転継続をどのように実現するか

について、当局が検討を行っています。また、第四原子力発電所の建設については、 改めて

 住民投票でその是非を問うことが決定されており、投票は 2021   年 8月に実施予定です。 

  ④ ASEAN諸国

ASEAN  を構成する 10 か国は、2021   年 3月時点で、いずれも原子力発電所を保有していま

せん。しかし、気候変動対策やエネルギー安全保障の観点から、原子力計画への関心を示す

国が増加しています。 

  ベトナムでは 2009年に、2020   年の運転開始を目指して原子力発電所を 2か所（100   万  kW

  級の原子炉計 4基）建設する計画が国会で承認されました。同国初の原子力発電所となるニ

ン  トゥアン第 1、  第 2原子力発電所は、ロシアと我が国がそれぞれ建設プロジェクトのパー

トナーに選定されました。しかし、2016   年 11 月、政府は国内の経済事情を背景に両発電所

の建設計画の中止を決定し、国会もこれを承認しました。 
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インドネシアは、2007年に制定された「長期国家開発計画（2005年から 2025年）に関す

る法律」において、2015年から 2019年までに初の原子炉の運転を開始し、2025年までに追

加で4基の原子炉を運転開始させる計画を示しました。しかし、ムリア半島における初号機

建設計画は 2009 年に無期限延期となりました。2010 年以降は、原子力発電所建設の決定

には至っていません。一方で、政府は、ロシアや中国の協力を得て実験用発電炉（高温ガス

炉）の建設計画を進めるなど、商用発電炉導入に向けたインフラ整備を進めています。 

タイは、2010 年の電源開発計画（PDP2010）において、2020 年から 2028年までに 5基の

原子炉（各 100 万 kW）を運転開始する方針を示していましたが、東電福島第一原発事故や

2014年の軍事クーデター後の政情不安等に伴い、計画は先送りされています。軍による暫定

政権下で 2015年に発表された電源開発計画（PDP2015）では、初号機の運転開始時期が 2035

年、2基目が 2036年とされています。 

マレーシアは、2010 年策定の「経済改革プログラム」において原子力発電利用を検討し、

2011年にマレーシア原子力発電会社（MNPC）を設立しました。2021年と 2022 年に原子炉各

1基を運転開始することを目標としていましたが、マハティール現首相は2018年 9月に行っ

た演説の中で、原子力利用の可能性を否定しています。 

フィリピンでは、2016年に就任したドゥテルテ大統領が 2020 年 7月に大統領令第 116号

を発出し、原子力政策の再検討や長期的な発電オプションとして原子力を利用する可能性

の検討が必要であるとの認識の下、国家原子力計画の策定に向けた省庁間委員会の設置を

指示しました。同大統領令は省庁間委員会に対し、1986年の完成後も運転しないままとなっ

ているバターン原子力発電所（62 万 kW）を含め、原子力利用のために必要とされるステッ

プについて勧告することを求めました。なお、バターン原子力発電所については、2017 年

11 月にロスアトムとの間で修復を含むプラント状態の技術監査に係る協力覚書に署名した

ものの、大統領は、まずは周辺住民の意見を聴取すべきであるとの見解を表明しています。 

圧重水炉（PHWR）、2基が沸騰水型軽水炉（BWR）、2  基が VVER、2  基が CANDU 炉です。 また、

6基の原子炉が建設中です。 

インドは、急増するエネルギー需要を賄うため 、原子力発電の拡大を計画しています。

2 018 年か ら 20 27  年を対象とする国家電力計画では、原子力発電設備容量を、2017 年の約

600  万 kW  から 2027  年 3  月までに約 1,700  万 kWへと拡大する見通しが示されています。 

核兵器不拡散条約（NPT）未締約国であるインドに対しては、従来、核実験実施に対する

制裁として国際社会による原子力関連物資・技術の貿易禁止措置が講じられており、専ら国

産 PHWRを中心に原子力発電の開発を独自に進めてきました。しかし、2008年以降に米国、

フランス、ロシア等と相次いで二国間原子力協定を締結したことにより、諸外国からも民生

用原子力機器や技術を輸入することができるようになりました。 

⑤ インド

インドでは、2021 年 3 月時点で 23 基の原子炉が運転中です。このうち 17 基が国産の加
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既に運転を開始しているロシアの VVER に加え、2018 年にはフランスからの EPR 導入につ

いて枠組み合意が結ばれました。2019 年には、米国との高官協議において AP1000 導入に合

意しました。さらに、2017 年には、我が国との間で日印原子力協定が発効しています。 

また、インドは独自のトリウムサイクル開発計画に基づき、高速増殖炉（FBR）の開発・

導入を進めています。1985 年に運転を開始した高速増殖実験炉（FBTR）については、2011

年に、2030 年までの運転延長が決定しました。また、上述の建設中 6 基のうちの 1 基とし

て、高速増殖原型炉（PFBR）の建設が進められています。 

（5） その他

① 中東諸国

中東地域では、2021 年 3 月時点で、唯一イランで原子力発電所が営業運転を行っていま

す。また、その他の国においても、電力需要の伸びを背景として原子力発電所の建設・導入

に向けた動きが活発化しています。 

UAE では、電力需要の増加により、2020 年までに 4,000 万 kW 分の発電設備が必要との見

通しを受け、フランス、米国、韓国と協力し原子力発電の導入を検討してきました。2020 年

までに 100 万 kW 級原子炉 4基を建設するプロジェクトに関する国際入札の結果、2009 年末

に、韓国電力公社（KEPCO）を中心とするコンソーシアムが建設等の発注先として選定され

ました。建設サイトであるバラカでは、2012 年に建設が開始された 1 号機に対して、2020

年 2 月に 60 年の運転認可が発給されました。同年 8月に同機は初臨界を達成、12 月には定

格出力に到達しており、2021 年内予定の営業運転開始に向けた準備が進められています。

また、2号機も 2020 年 7 月に竣工し、2021 年 3 月に運転認可を取得しました。 

トルコは、経済成長と電力需要の伸びを背景として、原子力発電の導入を進めています。

アックユ原子力発電所ではロシアが 120 万 kW 級原子炉 4 基を建設する予定であり、1 号

機は 2018 年 4 月に、2 号機は 2020 年 4 月に、3 号機は 2021 年 3 月に建設が開始されてい

ます。 

サウジアラビアは、2030 年までに 16 基の原子炉を建設する計画です。原子力導入に向け

て、2018 年 7 月には、2基の商用炉を新設するプロジェクトの応札可能者として米国、ロシ

ア、中国、フランス及び韓国の事業者が選定されています。

ヨルダンは、フランス、中国、韓国と原子力協定に署名し、同国初の原子力発電所建設を

担当する事業者の選定を進めていました。2013  年 10月にはロシアを優先交渉権者として選

 定し、2015  年  10  月に原子力発電所の建設・運転に関する政府間協定を締結したものの、

2018  年 7月にロシアからの商用炉導入計画の中止が公表されました。 

イランでは、 ロシアとの協力で建設されたブシェール原子力発電所 1  号機が 2013年に運

 転を開始しました。さらに、両国は 2014  年、イランに更に 8基の原子炉を建設することで

 合意し、このうちブシェール 2  号機の建設が 2019  年 11月に開始されています。 
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② アフリカ諸国

アフリカでは、唯一、南アフリカ共和国で原子力発電所が稼働しています。

子力発電の導入を検討する方針です。2017 年 10 月には、ロシアとの間で原子力協力覚書を

締結しており、モロッコ国内での原子力発電導入を目的とした共同研究を開始することと

しています。 

ナイジェリアは、2025 年までに 120 万 kW 分の原子力発電所の運転開始を目指し、2035 年

までに合計 480 万 kW まで増設する計画です。同国はロシアとの間で、2009 年 3 月に原子力

協力協定を、2017 年 10 月にはナイジェリアにおける原子力発電所の建設・運転に向けた協

定を締結しています。 

ケニアは、中長期的な開発計画「Vison 2030」の中で、総発電電力設備容量を 1,900 万 kW

まで拡大する目標を掲げており、この目標の達成に向けて原子力を活用する方針です。この

方針に基づき、韓国、中国、ロシアとの協力を進めています。 

③ オーストラリア

オーストラリアは、世界最大のウラン資源埋蔵量を有していますが、豊富な石炭資源を背

景に、これまで原子力発電は行われていません。ただし温室効果ガス排出削減の観点から、

原子力発電導入の是非が度々議論されています。 

 2005 年の京都議定書発効後、保守連合政権下で原子力発電の導入を検討する方針が示さ

れましたが、2007年に原子力に批判的な労働党へと政権が交代し、検討は中止されました。

近年は再び、パリ協定の目標達成に向けた気候変動対策と電気料金高騰抑制の観点から、原

 子力発電導入の可能性を検討する機運が高まっています。2017 年には、オーストラリア原

子力科学技術機構（ANSTO）が、 第 4世代原子力システムに関する国際フォーラム（GIF）に

 正式加盟しました。2019 年には、連邦議会下院の環境エネルギー常任委員会が政府に報告

書を提出し、原子力利用に関して、 第 3世代プラス以降の先進炉を将来のエネルギーミック

  南アフリカ共和国では、クバーグ原子力発電所で  2   基の原子炉（PWR）が稼働しており、

2019   年の原子力発電比率は約 7％です。同国では、今後の原子力導入に関する検討が続けら

れており、2019   年 10 月に策定された統合資源計画（IRP2019）では、2030 年以降の石炭発

電の減少分をクリーンエネルギーで賄うために、SMR の導入を含めて検討を進める必要性が

指摘されています。 

エ ジプトは、ロシアとの間で 2 015   年 1 1  月に、120   万 k W   級の原子炉 4  基の建設・運転に

 関する政府間協定を締結しました。さらに、2017  年 12 月には、ダバ原子力発電所建設に

係る契約が発効しています。 

ア  ルジェリアは、2027 年の運転開始を目指して国内初の原子力発電所の建設を計画して

おり、2007   年 12 月のフランスとの原子力協定締結を始めとして、米国、中国、アルゼンチ

ン、南アフリカ共和国、ロシアと原子力協定を締結しています。

モロッコは、2009年の国家エネルギー戦略に基づき、2030 年以降のオプションとして原

285 令和２年度版原子力白書

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

第
８
章

資
料
編

用
語
集

特
　
集

は
じ
め
に



スの一部として検討することなどを提言しました。また、2020 年 5 月に連邦政府が公表し

た温室効果ガス削減に向けた技術投資ロードマップでは、低炭素技術の一つとして SMR の

導入可能性に言及し、海外の開発状況を注視するとしています。 

ウラン輸出については、近年、初の原子力発電所建設中の UAE に加え、長年禁輸対象で

あったインド、燃料供給のロシア依存度低減に取り組むウクライナ等と協定を締結し、新興

国等への輸出拡大を図っています。

④ 中南米諸国

中南米諸国では、2021 年 3月時点で、メキシコ（2基）、アルゼンチン（3基）、ブラジル

（2基）の 3か国で計 7基の原子炉が運転中です。 

メキシコでは、2基の BWRが稼働中であり、2019 年の原子力発電比率は約 5％です。2018

年に発行された「国家電力システム開発プログラム（PRODESEN）2018-2032」では、2029 年

から 2031 年までに 1基ずつ、計 3基を運転開始する計画が示されていましたが、2021 年に

公表された「PRODESEN2020-2034」では、2034 年までの期間について原子力発電所の建設計

画は示されていません。 

アルゼンチンでは、PHWR2 基と CANDU 炉 1 基の計 3 基が稼働中であり、2019 年の原子力

発電比率は約 6％です。さらに、1基（PHWR）が中国の協力の下で建設される計画です。ま

た、その後の計画として、中国製の華龍 1号の導入やロシア製 VVERの建設も検討されてい

ます。 

ブラジルでは、2基の PWRが稼働中であり、2019 年の原子力発電比率は約 3％です。経済

不況により 1980年代に建設を中断していたアングラ 3号機は、2010年に建設が再開されま

したが、2015年以降は建設が再度中断されています。2019 年には、政府が同機の建設を再

開する方針を公表しており、運転開始は 2026年頃と見込まれています。また、核燃料工場

を始めとする核燃料サイクル施設が立地するレゼンデでは、燃料自給を目的としてウラン

濃縮工場が 2006年から稼働しており、段階的に拡張されています。

キューバでは、1980 年代に 2 基の原子炉が着工しましたが、提供者であった旧ソ連の崩

壊に伴い建設中止となりました。キューバとロシアは、2016 年 9 月に原子力の平和利用に

関する二国間協定を締結しており、2019 年には多目的照射センターの建設について合意し

ています。 

ボリビアでは、ロシアとの協力により、研究炉 1基や円形加速器（サイクロトロン）を含

む、原子力技術研究開発センターが建設されています。 
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